
平成２４年第２回府中町議会定例会 

会 議 録（第２号） 
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２．招 集 の 場 所     府中町議会議事堂 

３．開 議 年 月 日     平成２４年６月１８日（月） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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   議長  中 村  勤  君     副議長 中 井 元 信 君 

   １番  慶 徳 宏 昭 君     ２番  岩 竹 博 明 君 

   ４番  木 田 圭 司 君     ５番  益 田 芳 子 君 

   ６番  吉 田 美江子 君     ８番  小 菅 巻 子 君 

   ９番  梶 川 三樹夫 君    １０番  繁 政 秀 子 君 

  １１番  山 口 晃 司 君    １２番  林    淳  君 

  １３番  山 西 忠 次 君    １４番  中 村 武 弘 君 

  １５番  西 山 光 雄 君    １６番  西   友 幸 君 

  １７番  上 原  貢  君    １８番  加 島 久 行 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

５．欠席議員（０名） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

６．付議事件 

  １ 会議録署名議員の指名 

  ２ 一般質問 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

７．説明のため会議に出席した者 

      町 長   和多利 義 之 君 

      副 町 長   佐 藤 信 治 君 

      教 育 長   高 杉 良 知 君 

      総 務 部 長   寺 尾 光 司 君 

      企 画 財 政 部 長   高 石 寛 智 君 
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      生 活 環 境 部 長   木 谷 賢 二 君 

      福 祉 保 健 部 長   権 現 通 洋 君 

      建 設 部 長   森 島 正 二 君 

      向洋駅周辺区画整理事務所長   佐々木 久 氏 君 

      消 防 長   中 村 克 司 君 

      教 育 部 長   林   健 三 君 

      総 務 部 次 長   谷 崎 文 男 君 

      生 活 環 境 次 長   梶 川 幸 正 君 

      消 防 次 長   中 川 和 幸 君 

      企 画 課 長   井 上 貴 文 君 

      福 祉 課 長   新 見 公 平 君 

      健 康 推 進 課 長   佐 藤 幸 子 君 

      学 校 教 育 課 長   金 藤 賢 二 君 

      社 会 教 育 課 長   中 野 真 司 君 

      予 防 課 長   佐々木 和 也 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

８．職務のために会議に出席した者 

      議 会 事 務 局 長   花 田 智 史 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

９．議事の内容 

（開議 午前 ９時３０分） 

○議長（中村 勤君） 皆さん、おはようございます。 

  ただいまの出席議員１８名でございます。定足数に達しておりますので、議会は成

立いたしております。よって、平成２４年第２回府中町議会定例会第２日目の会議を

開きます。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の議事日程でございますが、お手元に配付いたしております日程で会議を進め

てまいりたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 御異議なしと認めます。よって、議事日程のとおり会議を進め
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ることと決定をいたしました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日は、８番小菅議員、９番梶川議員を指名いたします。よろしくお願いをいたし

ます。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 日程第２、一般質問を議題に供します。 

  一般質問は、慣例に従って、総務文教から順を追って通告順に行います。 

  総務文教関係、第１項、和多利町長、４期目に向けた政治姿勢（マニフェスト）と

諸課題について、１８番加島議員の質問を行います。 

  １８番加島議員。 

○１８番（加島久行君） 皆さん、おはようございます。質問をさせていただきます。 

  和多利町長、４期目に向けた政治姿勢（マニフェスト）と諸課題についてお聞きを

いたします。 

  町長、４期目の当選、まことにおめでとうございます。引き続いて町民のためのま

ちづくり、町益のために邁進していただきたいと思います。大いに期待をいたしてお

ります。 

  そこでお聞きしますが、まず３期、１２年間の実績を町長自身はどのように評価さ

れているか、お聞きをいたします。 

  その実践を踏まえまして、このたび町長として７つのマニフェストを掲げておられ

ます。この内容を、マニフェストを読めばいいんですが、長くなりますので、要約し

ますと、１つ目に、行政改革と効率的な事業執行、２つ目に、道路、下水道、向洋駅

周辺の土地区画整理事業などの都市基盤の整備、３つ目が、学校施設の耐震改修など、

施設の整備、４つ目が、福祉の充実と生活環境の向上、５つ目が、太陽光発電及びＬ

ＥＤなど地球に優しい環境整備、６つ目が、榎川の改修など、防犯対策を含めながら、

安心・安全なまちづくり、７つ目が、人を大切にするふるさとづくり、人権の問題も

入っておりますが、この７つであります。 

  私の質問は、この中でハード事業として向洋駅周辺の区画整理事業及び公共下水道

事業、並びに学校施設の耐震化事業などを中心に掲げておられますが、いずれも大事

業であります。今置かれております世界状況を見る中で、府中町も厳しい財政事情の
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中で今後の見通しをお聞きいたします。 

  また、財源の確保のために、今までもやってこられましたけども、今後とも国や県

への要望、陳情など、強い働きかけは欠かすことはできないと思っております。あわ

せてその点もお聞かせください。町長の答弁をお願いいたします。ありがとうござい

ました。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  町長。 

○町長（和多利義之君） １８番加島議員さんの御質問にお答えをいたします。 

  まず、４選を果たさせていただき、大変光栄に思っているとともに、引き続き厳し

い時勢の中にありますが、英知を結集して、一層暮らしやすいまちづくりに励んでま

いりたいと、このように考えております。 

  早速ですが、１つ目の質問として、３期にわたる実績と評価についてでありますが、

主なものとして４点ほど上げてみたいと、このように思っております。 

  まず、まちづくりや財源確保が最も大切ということでございます。この３期、

１２年を振り返ってみますと、平成１８年、１９年、２０年が実質この３年間を除く

９年間は基幹税である住民税、固定資産税が年々減少するとともに、平成１６年から

三位一体改革による地方交付税の大幅な減額により、経常一般財源が１０億円余り減

収するという厳しい対応に迫られておりました。このことは就任当初から想定された

ことで、就任直後に抜本行政改革を唱え、業務の民営化、管理費、事業費の見直し、

遊休資産の活用、そして補助事業の積極的な活用などに全力を傾注し、成果を上げて

まいりました。このことでこの間のまちづくりが一応できたと、こういうふうに思っ

ております。 

  基盤整備につきましては、鶴江鹿籠線等の街路や補助街路の整備、向洋駅周辺土地

区画整理事業、そして公共下水道の促進に力を注いでまいりました。それぞれ進捗率

を大きく上げ、便利で安全で暮らしよいまちづくりに努めさせていただきました。 

  施設整備においては、念願の生涯学習センター、くすのきプラザや、南交流センタ

ーを初め、ソフト事業として、地区集会所整備や障害者通所施設なないろ作業所や、

地域密着型特別養護老人ホームの整備の支援を行い、町民の元気で潤いのある暮らし

を大きく支えることができたものと思っております。 

  このほか、忘れてならないのがダイアモンドシティ ソレイユ、現イオンモール広

- 4 - 



島府中でございますが、この誘致、非常にまちづくりに大きく寄与していただいたと、

こういうことでございますが。 

  さらに、コミュニティバスの導入ということでございまして、これらも府中町の新

しいまちづくりの一環として、町の活力や住民の利便性に大きく寄与したものと考え

ております。 

  評価といたしましては、大変厳しい時代の中でこれだけの施策を展開できるとは、

当初考えてもおりませんでしたが、振り返ってみれば、結構成果を上げることができ

たものと考えております。これもひとえに住民、議会の皆様方の御理解と御協力のた

まものと思い、感謝にたえない思いでいっぱいでございます。 

  ２つ目の質問、４期目のマニフェストの主要事業である向洋駅周辺土地区画整理事

業、公共下水道事業、学校教育施設の耐震化事業について、厳しい時代における財政

見通しは大丈夫かということでありますが。 

  まず、向洋駅周辺土地区画整理事業については、昨年の検証の結果、事業費がプラ

ス５３億円になったことから、国土交通省に出向いて陳情を行ったところでございま

すが、結果、２９億円余りの補助金の増額と起債額の確保ができる見通しが立ちまし

た。今後は、県、広島市が進めている連立事業の見直しの状況も視野に入れながら、

当初の計画どおり進めるべく努力をしてまいりたいと、このように考えております。 

  この連立事業と関連する土地区画整理事業、街路事業を着手するに当たっては、町

の存立を脅かすほどの大事業であることから、慎重過ぎるほど慎重に検討してまいっ

たということでありますが、その中で連立事業の町と県の負担割合を、県が主張する

１対１から３対１となるよう強く働きかけました。 

  また、当時新しい補助メニューとして制度化された区画道路を補助対象とすること

のできる都市再生土地区画整理事業を取り込むことなどにより、補助金が県の負担金

が大幅に増額とさせていただいたと。 

  この結果、町の負担をおおむね６０億円圧縮できる見通しから、ようやく事業を決

断したという経緯がございます。それにもかかわらず、このたび事業費の大幅な増加

という大きな課題に直面をいたした。幸いにいたしましても、何とか財源確保の見通

しも立ちましたが、今振り返ってみますと、寒けがする思いでいっぱいでございます。

乗りかかった船でございますので、沈没しないように、最後まで知恵を絞って、頑張

って完成をさせたいと、このように思っております。 
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  次に、公共下水道事業については、近年の促進を図ってきたことで、今期中には大

きな山を越えることになろうと思います。大きな問題は私はないと、このようにも考

えておるということを申し上げておきたいと、このように思います。 

  次に、学校施設耐震化事業については、現在府中小学校の改築を進めております。

続いて、府中中央小学校の改築に着手したいと考えておりますが、府中小学校と同様

の依存財源を８０％確保すべく努力をしていかなければならないという問題を抱えて

おります。特に、改築については、財源的に大きな課題ですが、何とかしてこの学校

の耐震改修をまとめていきたいと、このように思っておるということでございます。 

  ３つ目の事業財源の確保ということでございますけれども、今後も国、県への陳情

が必要ということでありますが、確かに時代の激変の中、国、県の制度もどんどん変

わってまいります。情報をできるだけ早くキャッチし、素早い対応が今後も必要であ

ると、このように思っております。そのためにも、国や県との密接な連携を図りなが

ら、陳情、要望活動を今後も精力的に行ってまいる所存でございます。よろしくお願

いをいたします。 

  以上、答弁にさせていただきたいと思います。ありがとうございました。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  １８番加島議員。 

○１８番（加島久行君） ありがとうございました。これからも頑張っていただきたい、

このように思っております。 

  ７つのマニフェストを理念に、これからも一層の改革と知恵を絞って、決断と行動

を持ちながら、元気で活力のある府中、安心して暮らせる府中を、全力を挙げて取り

組んでいただきたい、このように思っております。私が初め申しましたように、町民

のためのまちづくり、町益のための行政、このことをやはりしっかりと心に入れなが

ら、大いに邁進していただきますようお願いをいたしまして、私の質問を終わります。

ありがとうございました。結構でございます。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第１項、和多利町長、４期目に向けた政治姿勢（マニ

フェスト）と諸課題について、１８番加島の議員の質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第２項、防災教育の充実について、１０番繁政議員の質問

を行います。 

  １０番繁政議員。 
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○１０番（繁政秀子君） おはようございます。防災教育の充実について、質問をいた

します。 

  私は６月１１日、１２日と東京で市町村婦人防火クラブ幹部研修会に参加をしてま

いりました。参加した印にこのバッチをいただいてきました。いただいてまいりまし

た、研修が済んだ証拠ということで。 

  そこで山口大学大学院理工科研究所の瀧本先生という準教授がいろいろなお話をし

てくださったんですが、その中で特に私がこのたび質問をしているのに役に立つので

はないかなということを話されましたので、ちょっとそのことを話させてもらいたい

と思います。 

  その教授は、１番には、住民の地域防災の現状をしっかりと知っておくこと、地域

で防災意識と行動はどうするだろうか、３番目に、防災とまちづくり、地域づくり、

まず事業、自分の身は自分で守る、災害が起きたら一番に自分が逃げると、こういっ

ておっしゃいましたら、きょうの中国新聞に「にげろ、にげて」という絵本を防災教

育の第一人者の関西大学の教授河田惠昭さんが絵本をつくられとると掲載されており

ました。その中にもやはり、まず逃げて、逃げなくては、自分が助からなくては人を

助けることはできないと、そういう教育をされて、今回のここに質問にありますよう

に、「釜石市の奇跡」ということが起こったと話されておりました。ＤＩＧ、災害図

上訓練というて、地図にどこが危険だとか、どこがどんなとかいうのを地図に地域の

みんなで書き込んで、そしてそれをマップにして、それを皆さんで地域を回って、災

害が起きたら、みんなでどのようにするかということを、机上の上だけではなく、実

際に地図に落として行動をやってみてほしいということでした。 

  特に、子供はハザードマップをそっくりそのまんまその地域の子供が写すと、写し

ただけで頭に入るそうです。そして、その自分が写したハザードマップを持って、そ

の地域を子供が回って、そうすると、ここも危険なところがあるよ、ここもこういう

ようなところがあるよって、子供のほうが率先して地域の皆さんに教えてくれるそう

ですから、まず子供たちの教育は逃げろと、それから今のように、ハザードマップを

地図上に写させて自分でつくらせてみる。そうすると、自然に覚えていくそうですか

ら、それはぜひやってもらったらいいということでした。 

  それから、自分が助かって、今度は皆さんと話し合うときに、地域にどんな人がい

らっしゃるか、どこにお年寄りがいらっしゃるか、その人はだれがどういうようにし
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て助けていくか、そういう話し合いに入っていってほしいと。まず自分が助かって、

その上でお年寄り、弱者の人をどうするとかというような話し合いに持っていくほう

がいいだろうとおっしゃいました。私がたまたまここで防災教育の充実についてとい

う今回質問を出しておりますので、あえてそのことを話させてもらって、質問に入り

たいと思います。 

  ３月１１日に起きた東日本大震災の教訓として、大きくマスコミなどでクローズア

ップされているのが、子供の犠牲者ゼロという「釜石市の奇跡」としての日ごろから

の防災教育の成果である。教育委員会は小･中学生を対象に、平成１７年から群馬大

学の片田教授の協力を得て、日ごろから避難三原則として、「想定にとらわれるな」、

「最善を尽くせ」、「率先し避難せよ」の３項目に徹底して取り組んできたというも

のです。防災教育の重要性を強く受けとめたところであります。府中町の教育委員会

としても、また町としても、今後想定される災害の備えとしての防災教育の徹底を図

る必要があると思うが、その考えを聞きたい。 

  ということなんですが、釜石市は、読んでみますと、中学校の子供たちが、津波が、

地震が物すごく来て、これは大変だということで、中学校の子供たちが、まず、もう

先生、停電だし、校内放送できないし、それでも飛んで校庭へ出たそうです、走って。

走って、みんなでわあわあ言いながら、もう高いところへ向けて走って、介護センタ

ーですか、そこに向けて走っていきよると、小学校の子供たちは全部３階ぐらいまで

上がってたそうですが、中学校のお兄さん、お姉さんが、ばあと走っていくもんです

から、みんなおりて、それについて走っていったんだそうです。それでみんなが手を

引っ張ったりあれして、ここでいいだろうというところまで行ったんですが、避難場

所まで、そこを見たらがけ崩れが起きとるから、これじゃあいけん、まだ上に行こう

言うて、みんなで上にたった、たった走って上がって、３分もせんうちに津波が押し

寄せて、学校は津波にやられたと書いてありました。 

  そういうように、ここはそうやったんですが、大川小学校は、私たちは行ってみま

したが、体育館と校舎はちゃんと残っておりましたが、大川小学校ではすぐ裏に山が

ありました、行ってみたらね。ですから、本当はそこに向けてみんなで走っていった

ら助かったんじゃろうかなという気もいたしましたが、学校が府中小学校のようなと

ころにありましたので、親が迎えに来るのを待つとか、どうしようかいううちに津波

が来たそうです。ですから、７９人かね、亡くなって、先生が１３人のうち１０人亡
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くなって、走って上に上がって、大きな木にぶら下がった子は何人か助かったそうで

すが、そういうときにとっさにどうするかということを、釜石の今のところはずっと

教育をした結果と、してない結果が出たんじゃないかなということなっておると思い

ますから、これからやはり自分の命は自分で守らなくてはならないということで、今

回はあえてこの質問をいたしましたので、どうぞ実のある、これから府中町の子供た

ち、また地域づくりをやっていく上に一番必要なことですので、答弁をよろしくお願

いしたいと思います。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（林 健三君） おはようございます。教育部長です。１０番繁政議員さん

からの防災教育の充実について、御答弁させていただきたいと思います。 

  子供が心身とも健やかに育つことは、国や地域を問わず、時代を超えて、すべての

人々の願いだと思います。学校は児童･生徒が集い、人と人との触れ合いにより人格

の形成がなされる場であり、学校という場において、児童･生徒が生き生きと学習や

運動等の活動を行うためには、児童･生徒の安全が保障されることが不可欠の前提と

なります。 

  また、児童･生徒は、守られるべき対象であることにとどまらず、学校において、

その生涯にわたりみずからの安全を確保することができる基礎的な素養を育成してい

くことが求められております。 

  釜石の事例からは、防災教育において、小･中学生が災害発生時に自分の命は自分

で守るという主体性を持って、個々の現象に即して、予断を持たずに適正な判断を行

い、最善の行動をとることの大切さを再認識したところでございます。 

  これまでも事件、災害、事故災害が起こるたびに学校安全の充実が叫ばれ、改善が

なされてきております。しかしながら、学校で起きる事件、事故災害はなくならず、

また事故、事件災害により、尊い命を失うことも発生しており、学校安全と危機管理

のさらなる充実が求められております。 

  このような状況の中で、国においてはことしの４月に、各学校における安全に係る

取り組みを総合的かつ効果的に推進するために、学校安全の推進に関する計画を作成

されております。 
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  この計画では、学校安全を推進するための方策として、１つ目が、安全教育におけ

る主体的に行動する態度や共助、公助の視点、２つ目が、教育手法の改善、３つ目が、

安全教育にかかわる時間の確保、４つ目が、避難訓練のあり方、５つ目が、児童･生

徒等の状況に応じた安全教育、６つ目が、情報社会への対応、７つ目が原子力災害へ

の対応となっております。 

  また、文部科学省では、東日本大震災を受けた防災教育、防災管理等に関する有識

者会議を設置しまして、今般の災害の被害状況等から、今後の防災教育防災管理等の

あり方について調査、検証を行い、その課題解決に向けた議論を進めるとされた平成

２３年９月に中間取りまとめを行われているところでございます。 

  この中間取りまとめの中で、東日本大震災を踏まえた学校における防災教育、防災

管理等の諸課題としまして、１つ目が、津波災害等からの避難行動に関する課題、

２つ目が、児童･生徒等の引き渡しなど、被災時の対応に関する課題、３つ目としま

して、学校と地域防災の関係に関する課題が指摘され、この防災教育では、自然災害

等の危険に際して、みずからの命を守り抜くため、主体的に行動する態度を育成する

防災教育の推進が必要とされております。 

  学校の安全としましては、生活安全、交通安全、災害、防災と同義ですけども、災

害安全、３つの領域で構成されております。学校保健安全法の施行に伴いまして、府

中町内全小･中学校におきまして、学校安全計画、危機管理マニュアルでございます

けども、を作成しております。 

  また、小･中学校の学習指導要領の総則において、学校の教育活動全体を通じて、

安全教育に取り組むこととされています。特に、理科や社会、保健体育において、地

震の原因や災害発生時の関係機関の役割、応急手当等の指導内容が含まれており、自

然災害に関する正しい知識を習得させることが重要とされております。 

  東日本大震災を受けまして、どのような災害に対しても周りの状況に応じて、みず

からの命を守り抜くため主体的に行動できるよう、児童･生徒の危険予測、危険回避

能力の育成を図る必要があります。 

  そこで、府中町では、児童･生徒にさまざまな災害の基本的な知識を習得させると

ともに、災害ごとの避難経路を設定したり、予告なしで避難訓練を行ったりするなど、

的確な判断に基づく適切な意思決定や、行動選択ができる力を身につけさせる防災訓

練を充実するよう学校へ指導しているところでございます。 

- 10 - 



  府中町内全学校におきましては、毎年火災、地震を想定した避難訓練は実施してお

りますけども、今年度におきましては、津波を想定した避難訓練も全校で実施する必

要があると考えております。その際には、緊急地震速報を用いること、休憩時間や予

告なしで実施することなどの必要があると考えております。 

  また、児童･生徒がさまざまな災害発生時における危険について理解し、正しい備

えと適切な行動がとれるようにすることをねらいとして、自然災害防災教育の授業実

践事例を７月中に提出させる予定としております。 

  内容項目としましては、自然災害を知る、対処行動を知る、先人の経験に学ぶ、の

中から各学校が実践したことを指導事例としてまとめる予定でございます。こうした

指導を通じまして、災害時にどのような行動をすればいいのかを考えさせ、児童･生

徒の防災意識を高めてまいりたいと考えております。 

  教育委員会としましては、文部科学省で最終取りまとめが報告された段階で検討い

たしまして、先ほど申しました学校安全の推進に関する計画も踏まえまして、学校、

防災担当部署、地域、家庭等と協議、連携を図ってまいりたいと考えております。 

  答弁につきましては以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  １０番繁政議員。 

○１０番（繁政秀子君） 行政のほうとしては、さっきのお話、私の質問に対して、今

度どのようにその地域で防災づくりをしていこうという計画があるのかないのか、そ

の質問の答えが抜けていたと思いますので、そこら辺はよろしくお願いいたします。 

  学校の取り組みについては、今お話を伺ったように、学校の安全推進計画というの

をその中で今から進めていくということですが、例として、さっき言うたように、ハ

ザードマップをそっくりそのまま子供に書かせて、自分の地域のことがよく理解がで

きるようにさせるというのが、頭に入って行動するのにも見やすいそうですから、そ

れは実践されたらいいと思います。そして、それができたら、それを持って子供たち

と一緒に地域を回って、そうすると、先ほど言ったように、子供が、まだここのとこ

ろらこんなことがあるよとか、僕があっこを通りよったら、山から砂が落ちてきたよ

とか、何でもないことですが、子供しか知ってないようなことを言うことがあるそう

ですから、やっぱりハザードマップを写させて、それをもって子供たちと地域の人と

一緒に地域を見て回るということは必要だと思いますが、その点についてはいかがで
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しょうか。 

  それから、今災害が起きて、このたびの津波でも、お年寄りがね、「いいけん、わ

しはこのままで死にたいけ、ほいじゃけ、そのまま置いとってくれ」いう人がいらっ

しゃったそうです。ということは、自分が生きる気力がなくなってるお年寄りがふえ

ているのではないかということも懸念されておりました。 

  ですから、できれば、社会的にお年寄りが１人でいらっしゃるところは、できれば

子供たちが電話をかけてあげるとか、時々孫でものぞいてあげるとか、そうすると、

孫の顔が見たいから、息子たちのために生きて、みんなのために役に立ちたいからと

いう生きる力をお年寄りが持てるんだそうですよ。ですが、今子供は向きやせん、地

域の者も余り来てくれやせんし、まあこの際津波に飲まれて死んでもええわいうよう

な気持ちになってる人が、社会的に壊れとる方がたくさんいらっしゃるということを

先生がおっしゃっておりましたので、やはり地域力、ここが地域力なんですよね。地

域の皆さんで声をかけ合って、そして地域の皆さんが、さっき言ったように、どこに

どういうお年寄りがいらっしゃるとか、どこに障害の方がいらっしゃるとか、そうい

うことを地域のみんなが、民生委員だけが知っときゃあええ、だれが知っときゃあえ

えじゃなくて、地域のみんながそういうことをよく理解して、いざいうときは、だれ

がその人をどういうようにするかというところまで、やっぱり地域で話し合っておく

必要があるそうです。でないと、いざいうときに、先ほど言ったように、みんなで

１番には自分が逃げていくいうのが一番なんですが、その後は、今度は自分たちがあ

そこにあの人がいらっしゃるから、だれが助けに行くんだというようなことがしてあ

れば、手おくれにならなくて済むというような話もされておりました。 

  そこで、釜石では「でんでこ」いうんですか、「でんでこ」いうて、それぞれとい

う意味らしいですね、「でんでこに」いうて、それぞれが分散して、散って、自分で

自分の命は守るというのが昔からあるそうですが、こっちのほうではその言葉ありま

せんが、そういうことがあるそうです。 

  きょうの中国新聞によりますと、「にげて」という絵本を防災教育でつくっていら

っしゃいます。その中で先ほどのお年寄りの話も書いてありました。生きる、生きな

くてはならない、生きたいという気持ちを持っとる人は助かるそうですから、そうい

う気持ちになってもらえるような地域にしていかなきゃあいけないと思います。町長

が言われているように、住んでみたい、住んでよかった府中町にするには、生きたい、
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府中で生きていきたいという人がたくさんふえるということが必要だと思いますから、

そのほうの、どういうんか、地域での地域づくりにこれからどのように力を行政とし

て入れていこうとするのか、行政と地域と学校とが一体になって防災訓練、防災につ

いては取り組んでいかなくては、生きる力につながらないと思います。子供たちにも

命の大切さを教えるいい教育ができる時期だと思いますから、もう一度真剣に考えて

みてほしいんですが、いかがでしょうか。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（木谷賢二君） 私も釜石の奇跡というＤＶＤですか、拝見しまして、

大変感銘を受けたものでございます。それで、東日本大震災において、繁政議員がお

っしゃったとおりでございます。これまでの被害想定や経験で防波堤が何メーターか

あるんじゃけ、ここは来やへんけ大丈夫じゃいう想定をおじいちゃんが言いよったら、

その子供が、そうじゃないんじゃけ、一緒に逃げよう、逃げようということで、先ほ

どの生きる力というんですか、生き抜く力というんでしょうか、そういったものをお

じいちゃんに与えて、それで避難してその方は助かったけど、先ほどおっしゃったよ

うに、ええけ、わしはええんじゃ、ここでええんじゃいう方は亡くなられた、犠牲に

なった方もいらっしゃると聞いております。 

  みずから判断し、みずから行動する、自分の身は自分で守る、自分を守ることが他

の人の命を守るというような一貫した指導が、地域においても学校教育においても必

要だと考えております。子供たち本人が助かり、また助かった子供たちが親や親戚、

近所の人たちを助けることができたというのが、これ釜石の子供たちの地域防災力の

向上の原動力だと考えております。 

  町といたしましても、自助、共助の精神を子供のころから醸成し、親になった子供

たちが、またその子供たちに伝えていくといったサイクルを構築できるように、関係

部署と教育委員会、消防、地域、家庭と連携を図ってまいりたいと思っております。 

  具体的には、自治会、自主防災会、ボランティア等の団体と一緒に訓練するとか、

それとか訓練することにおいて、地域のコミュニティも醸成されていくと思うんです。

全然知らんかった人が、ああそういやあ近所にこういう人がおってんじゃとか、そう

いうことになりますと、コミュニティの醸成も図れると思います。 

  それと、要援護者のほうも少しおっしゃいましたが、こちらのほうもそういった関
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係の自治会、ボランティア等と民生委員を含めてですが、そういった弱者といいます

か、災害弱者の方のリストアップを進めていきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） 教育部長、答弁。 

○教育部長（林 健三君） 繁政議員さんのハザードマップ等を子供たちに転写させて、

実際にそういったものを活用しながら、地域等でそういう具体的な危険箇所であると

かいったことが役に立つんではないかという貴重な御意見をいただきました。学校に

おきましても、非常に「釜石の奇跡」ということで、防災教育から生まれた片田先生

のほうのインタビューの分につきましても、各学校のほうには配布をいたしておりま

す。 

  ただ、低学年、小学校低学年であるとか、中学校、高学年ということで、年齢的に

差がございますので、具体的に、小学校低学年については、気象庁等が津波から逃げ

るというふうな釜石の事例をアニメにされたような、こういったＤＶＤも作成されて

おりますので、学校のほうにもこれも配布いたしております。 

  それと、こういった津波から逃げる「津波防災ハンドブック」という、これも後ほ

ど見ていただければと思いますけども、低学年、小学校１年から６年生ぐらいまでの

段階的なアニメに基づくようなものも作成してありますので、これも一応各学校のほ

うにも配布をいたしてるところでございます。 

  先ほどの繁政議員さんのほうの貴重な御意見につきましても、各学校のほうに伝達

いたしまして、そういった防災教育のほうの取り組みの一つの手法として検討いただ

くように、こちらのほうからもお話を進めてまいりたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  １０番繁政議員。 

○１０番（繁政秀子君） ありがとうございました。やる気が見えたような気がいたし

ます。きょうの中国新聞の「にげて」という絵本、防災教育の、これも買うたげても

らいたいと思います。とても読みやすいようですよ、きょうこれに載ってたから。ぜ

ひ、絵本ですから、子供たちが読んだらわかるんじゃないかと思いますよ。突然に黒

い雲が生まれて、１０分間に１５ミリぐらい降るゲリラ豪雨の場合は、下水やらマン

ホールから水がわいてくる、そうすると地下街やガード下などに浸水する、でもゲリ
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ラ豪雨のほとんどは床下浸水で、だから２階に逃げましょうとか、ゲリラ豪雨が来た

ら２階に逃げんさいとか、いろんなことがこれに書いてあります。竜巻の場合は窓が

割れてけがをするから、なるべくなら窓のないところに行って、部屋の真ん中にいま

しょうとか、すごく随分わかりやすく書いてありますので、小学校の子供たちには各

学校にそんなに高くないと思いますので、ちょうどいい本が出とりますから、こうい

う本も提供してあげてもらったらいいのではないかと思います。 

  それから、これから地域力をつけて、今までとちょっと違って、地域のみんなでシ

ルバー装具がありますでしょう、装具、こんな重たいのとか、足へつけて歩くとお年

寄りと同じような感覚になるんがあるじゃないですか。それを若い人につけてもらっ

て、それと一緒に歩いてみる。例えば、ここからあこまで行くのに、お年寄りの足で

はどのぐらいの時間がかかるとか、障害者の人だったらどのぐらいかかるとか、そう

いうことも計算をして、その防災マップをつくって、地域の、その中に入れ込んどく

といいとおっしゃってました。 

  それから、先日府中公民館で地域の障害者の人と民生委員さんと避難訓練みたいな

んをされたんよね、車いすで、段ボールでいろいろつくって、それでそれに参加され

た車いすの方がおっしゃってました。今まで民生委員さんと話をしたことがないんだ

けど、このたび初めて民生委員さんが来てくださって、ええ、うちの民生委員さんは

地域のこの人だったんだというのがよくわかったし、障害者のほうはそうおっしゃっ

てたし、民生委員さんも、今まで何か行って悪いんかね、行っていいんかねいうよう

な感じでしたが、このたびのこの訓練で物すごく仲よくなったとか、いろんなことで

防災訓練を通して地域の皆さんがコミュニケーションができたとおっしゃっておりま

したので、これから本当にいつ、何が起こるかわからない時代ですから、もっと地域

のみんなと行政と、さっきおっしゃったように、全員が力と知恵を出し合って、府中

町のみんなが無事で避難ができる方法を常日ごろから考えておく必要があると思いま

すので、強く要望いたしまして終わります。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第２項、防災教育の充実について、１０番繁政議員の

質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第３項、救急画像伝送システムの導入について、８番小菅

議員の質問を行います。 

  ８番小菅議員。 
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○８番（小菅巻子君） 救急画像伝送システムの導入について質問をいたします。 

  高齢化社会の進展とともに、重篤傷病者が増加傾向にあります。これまで、情報通

信技術を活用した救急画像転送システムの導入によって、救急現場から傷病者情報を

医療機関に伝達し、医師がリアルタイムに傷病を把握しながら、救急隊に助言、指導

を実施することにより、大きな効果を上げているという実績から、このシステムの導

入、検討について質問しましたが、府中町においては病院との時間距離等が理由で積

極的な回答ではなかったと思います。 

  しかし、今では、必要性を消防本部も感じられ、整備に積極的であるようですが、

その理由と、近隣自治体でも導入が進んでいる現在、ぜひ府中町としても積極的に導

入を進めるべきではないかと考えますが、考えをお伺いします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  消防長。 

○消防長（中村克司君） おはようございます。消防長です。８番小菅議員から、救急

画像伝送システムの導入についての御質問にお答えをさせていただきます。 

  この救急画像伝送システムにつきましては、昨年の９月議会において小菅議員から

質問がございました。当時の消防長が、このシステムは近い将来救急車に配備するこ

とが必須となるであろうと推察はしているが、市民病院や大学病院には緊急走行で

１０分もかからない極めて近距離にあることから、このシステムの利用頻度などにつ

いて、もうしばらく検証していきたいとお答えをさせていただきましたところでござ

いますが、一方、現在の部内での流れは、積極的な整備の方向に向きつつある状況に

あります。これは検討を重ねていくなかで、システムの有用性が明らかになったこと

が、最大の理由でございます。 

  よく「百聞は一見にしかず」と言われますが、まさにこのシステムの有用性を言い

あらわしている言葉と思います。言葉で伝えることは、救急救命士によっては表現が

異なりますし、その情報を受け取る医師によっても解釈は違ってくる可能性がありま

すが、画像で伝えることにより、そのような誤った解釈、誤解も防げますし、説明の

時間の短縮も図ることができます。広島県内では、広島市と呉市及び江田島市が先行

してこの救急画像伝送システムを整備し、運用しているところですが、ここ最近では、

大竹市と廿日市市が広島西部圏域として新たな救急画像伝送システムを構築し、運用

を開始しようとしています。 
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  当消防本部としては、地理的な関係から、広島市のシステムに入れていただき整備

することが最も効果的かとは思われますが、呉市、江田島市のシステムや、大竹市と

廿日市市のシステムの比較を行い、それぞれのシステムのメリットやデメリットをし

っかりと整理し、検討していきたいと考えております。 

  聞くところによりますと、広島市のシステムが整備費や維持管理費が最も高額で、

続いて呉市と江田島市のシステム、最も安価なのが大竹市と廿日市市のシステムとな

っております。当町の財政も大変厳しい状況が続いていることから、こうした費用面

の要素も現実問題としては大いに重要でありますので、これらを含めて前向きに検討

していきたいと考えておりますので、御理解のほどよろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  ８番小菅議員。 

○８番（小菅巻子君） 先ほども答弁にございましたけど、前回９月議会で一般質問さ

せていただきましたときには、距離が近いから、広島市に最も近いからという、先ほ

ど消防長がおっしゃったような答弁がありました。私が思うんですけど、確かに府中

町は近いんですね、広島市に。でも、府中町から広島市が受け入れしないときには、

この間は呉に行って手術を受けてるんですよね、患者さんが。そのときの搬送のとき

には大変吐血ということで、大変な状況の中で呉に搬送されて、呉の病院でオペを受

けてるんです。だから、それと救急車もすぐ受け入れ状態ではなくて、例えば患者さ

んを迎えに行ったら、受け入れるところがなくて、そこの患者さんの家の前で１０分、

１５分と待ってるわけですよね。それで、受け入れ先ができて初めて消防から指令が

出、どこどこの病院に搬送することができるということで、そこで、私が知ってる患

者さんは２０分待ちました。それからやっと病院が決まって搬送されました。 

  近い、近いということをいつも言いわけになさるんですけど、確かに距離的には近

いと思います。でも、実情は違うというふうに私は思ってます。その呉に行かれた方

は、たまたま運よくすぐオペができたから命は助かりましたんですけど、だけど、距

離の問題でもなければ、そういうことを答弁に出てくることが、ちょっと私はとても

寂しいと思います。命と財産を守るための消防だというふうに、よく言葉では聞いて

おりますけど、そういうこともあわせて考えてもらいたいと思いますし。 

  それと、江田島と大竹と呉ということですけど、東広島も検討に入っておられます。

だったらば、広島市は安芸郡３町ももうつけてるんですよ、府中町だけがついてない
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んですよ、詳しく言っては失礼ですけど。そんで、ほかの広島市とかいろんなところ

は、もうカーナビまでついてるんですよ。だから、どこに救急車がいてもカーナビで

連絡し、そこから直行できるような態勢がもうとられてるんです。カーナビもついて

なければ、画像もついてない、だから距離が近いから。それは言いわけにはならない

というふうに思うんですけどね。私は財政的なものもあるかもしれません。それは否

定はいたしません。でも、やっぱり命にかわるものは何もないわけですから、だから、

もっと前向きな答弁をお願いしたいと思います。 

○議長（中村 勤君） 消防次長。 

○消防次長（中川和幸君） まさに小菅議員さんのおっしゃるとおりだというふうに思

います。それで、消防長の答弁にもございましたように、このシステムの有用性とい

うのは、広島市等でしっかりともう実証されておるというふうに考えております。そ

ういった理由からも、我々も積極的に取り組んでいきたいというふうに考えています

し、やはり周りの状況を見てみますと、やはり医療機関側はどこの行政の救急隊なの

かというような考えは余りないと思うんです。だから、すぐ絵を送れというふうな要

請が今後は来るんじゃないかというふうに考えておりますので、そういった意味から

も、整備に向けてしっかりと考えていきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  ８番小菅議員。 

○８番（小菅巻子君） 最後ですので、強く要望いたしまして、私の３回目の質問を終

わります。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第３項、救急画像伝送システムの導入について、８番

小菅議員の質問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） ここで休憩をいたします。再開は１０時４５分といたします。

休憩。 

（休憩 午前１０時２８分） 

 

（再開 午前１０時４５分） 

○副議長（中井元信君） 休憩中の議会を再開いたします。 
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～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（中井元信君） 議長を交代しました。 

  それでは、総務文教関係、第４項、府中町の人口統計に見る今後のまちづくりの展

望について、１６番西議員の質問を行います。 

  １６番西議員。 

○１６番（西 友幸君） それでは、府中町人口統計に見る今後のまちづくりの展望に

ついて質問します。 

  近年、少子化が進む中で人口統計から見ると、今年度の府中町における出生率、ゼ

ロ歳児は２３年前の率に回復しているように見られ、私の記憶の限りでは、ゼロ歳児

が５３７人、多分この１３年間、多分５００人を伸びたことないです。小学校で言う

たら多分２クラス分多いと思います。その中に、多分これも記憶ですが、１３歳と

１５歳児がちょっと１回多かったかなということで、２３年前と同じぐらいの数字が

出とるということでございます。大変喜ばしいことであります。 

  それで、町民が住んでよかったと言えるまちづくりは、都市基盤整備を初めとする

利便性の向上が大きな要因に上げられると思っています。利便性の向上は、人が集ま

り、にぎわいが戻ってくる地域の再生に欠かすことはできません。いわゆるまちづく

りの基本は人でございます。 

  このたびの出生率の回復についての要因をどのように分析されているか、また各地

で過疎化が進み、衰退していく地域を目の当たりにしていると、やはりある程度の文

明国家においては、人口の増加は衰退に歯どめをかけ、新たな希望を見出すことがで

きると思いますが、町長の出生率の伸びの要因としたまちづくりの展望をお聞きいた

します。よろしくお願いします。 

○副議長（中井元信君） 答弁。 

  町長。 

○町長（和多利義之君） １６番西議員の質問にお答えをいたします。 

  まちづくりの基本は仰せのとおり、人であり、かつたくさんの人が住んでくれる町、

これはもう活力があると、言うまでもないところだと思います。したがいまして、私

が常々申し上げているとおり、大変厳しい社会環境下の中にありますが、国の地方財

政計画にのっとり、引っ込み思案にならないように、また出しゃばらないように、こ

れを基本に最大限のまちづくりに努めてまいりたい、これが基本でございます。その

- 19 - 



ようにしてまいりたいと、こういうことでございます。 

  このことから、町民の租税を最大限に活用することであり、ひいては便利で活力あ

る、みんなが住んでみたい町につながっていくということになると確信を持ってまち

づくりを担わしていただいておると、こういうことでございます。 

  出生率については、今、全国平均が１．３９で、若干回復傾向にございますが、府

中町では１．４８と全国平均を若干上回っておるということでございます。また、全

国では既に人口減少社会に入っておりまして、年に１００万人程度減少をしておると

いうことでございます。 

  府中町の場合は、近年の人口を見ますと、５万１，３００から５万１，９００を行

ったり来たりというところで、若干減少ということにはなっておりますが、まあ月並

みと言えるのではないかなと、このように思っておるということでございます。 

  まちづくりの展望の中での人口減少はあってはならないと、私も基本的には考えて

まちづくりを進めておる。したがいまして、引き続き活力ある便利な暮らしができる

まちづくりを進め、人が住んでみたいまちづくりに努力してまいりたいと、このよう

に思っております。 

  また、若干つけ加えますが、国が近年都市計画を見直していこうと、こういうこと

を申し上げておるんですが、それは簡単に言いますとどういうことかといいますと、

どんどん市域を広げていくと、介護とか医療とか、極めて非効率だと、こう言いよる

わけでございまして、都心部に集積をして住む都市計画にしていこうと、こういうこ

とを言いよるわけでございまして、このことを考えますと、府中町は受け入れをしな

ければいけない地域性と、町の実態というものがあるということでございまして、こ

うした情勢に背くまちづくりはあり得ないと、こう思っておりますので、そうした今

後の社会動向の中で、本町の果たす役割はますます大きくなるんではないかなと、こ

ういう気持ちを持っておるということでございます。いずれにしても、こうした情勢

の変化も受け入れながら、活力ある、みんなが住みたい町を追求していかなければい

けない、こういうふうに思っておるということでお答えにかえさせていただきたいと、

このように思います。 

  以上でございます。 

○副議長（中井元信君） ２回目の質問。 

  西議員。 
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○１６番（西 友幸君） どうも答弁ありがとうございました。出生率の伸びの要因に

ついては、私としては子ども手当も少なからず影響しているのではないかと思ってい

ます。しかし、政府の施策がええと言っているのではありませんが、先ほども申し上

げましたが、私は常々人口の多さはその町の行政力だと思います。 

  特に、将来を担う子供、若者はその行政の宝でございます。人が集まる場所は衣食

住の環境整備の確保がなされていることが条件となるのではと思います。長い人類の

歴史の中でも、そうした環境整備が整った地区に文明は発生し、地域が栄えています。

これも申しましたが、府中町にとってもそうした環境整備、都市基盤整備が人の利便

性を向上させ、人が集まり、にぎわいを戻してくると思っています。出生率について

も同様です。基盤整備がなされ、人が集まれば、子供もふえていくのだと私は思って

します。 

  府中町は、全体は１０．４５キロ平米ですが、はっきりはちょっと私もわかりませ

んが、６平方キロメートルに５万人強の人が生活し、小学校５校、中学校２校と、子

供にとっても、親の子育てにとっても、大変利便性の高い町であります。前年度ある

議員から「住んでよかった町 ナンバーワン」に多分、中四国で選ばれたという御意

見もありましたが、私もそう思っております。そうした利便性が出生率向上の要因に

も影響していると思います。事実、鶴江、ちょっと何丁目だったかはっきり覚えてな

いですが、ここは一番多いんですね、地域別でいったら。その次は私ども青崎東でご

ざいます。そういうことで、さらにこれからは利便性の向上のために施策が必要とな

ってきますが、これ以上よくするために、具体的に何かあれば、町長の御意見を聞か

せていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○副議長（中井元信君） 答弁。 

  町長。 

○町長（和多利義之君） 人口が減少しないまちづくりの具体的な施策を聞きたいとい

うことでございますが、１つとしては、利便な暮らしのための都市基盤整備として、

街路や補助街路等の整備、これが１つあると。２つとしては、コミュニティの場の確

保として、生涯学習センターの整備、地区集会所への整備、助成等もあると思います。

３つとしては、地域密着型老人介護施設、４つとしては、交通の利便性確保のための

コミュニティバスの導入、５つとしては、都市空間の確保等々、子供から高齢者まで、

男性、女性を問わず、すべての世代、すべての年齢層の方々が生き生きと活動できる
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まちづくりが極めて大切と、このように思っております。幸いにしても、この我が府

中町は都市近郊でもあり、西議員も御指摘のように、総面積が１０．４５平方キロ、

住居地は先ほど６平方キロとおっしゃいましたが、５．５から６平方キロという狭い

町域ということや、位置的な好条件があり、都市中心から近いということでございま

すが、各施設を大きく生かせることができるという特徴がある町と、こういうことが

言えようかと思います。引き続き、今までの考え方にのっとってまちづくりを進めて

いく、さらに時代の変化、先ほど都市計画の話をしましたが、こうしたものを吸収し

ながら、時代変化も受け入れながら、今までのまちづくりに増して、一層そういう施

策を織り込みながら、まちづくりを進めていくと、こういう施策を考えておるという

ことでございます。 

  以上でございます。 

○副議長（中井元信君） ３回目の質問ございますか。 

  西議員。 

○１６番（西 友幸君） これは質問ではございませんが、ちょっと要望でお願いして

おきます。 

  町長はちょっと最初１点目に言われたんですが、私ども今区画整理が、私はあそこ

マツダが第２次産業としてあるわけなんですよね。マツダの関連に関してのですね、

そこらを立派に早くやり遂げて、今雇用がない時代でございます、なかなか確保が難

しい時代でございます。区画整理について言えば、広島市じゃ府中町じゃと細かいこ

とを言わずに、区画整理を前進して、住みやすい、早急に、お金もかかると思います

けど、住みやすいまちづくりを一点していただきたいというのと。 

  出生率の向上はまちづくりに大きな影響を与え、地域を活気づける起爆剤に私はな

ると確信しております。特に、これから大変な事業が、今申しました区画整理ですね、

いうことがありますので、後退のないようにですね、私は本来雇用が大変じゃと、そ

こを立派にすることによって利便性もよくなる、あとは雇用の環境もよくなる、そし

て若者もそこに集えると。私は１つのことをやるのに、常に２つ、３つのことを考え

てやっております。散歩するんでも、向洋駅の区画整理がどうなっとるかと、同じこ

とをやるのに、常に２つ、３つのことを考えてやっております。いうことで、町長も

区画整理をとめることなく前進していただくように、よろしくお願いしておきます。

これは要望でございます。 
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○副議長（中井元信君） 要望ということでございました。以上で、第４項、府中町の

人口統計に見る今後のまちづくりの展望について、１６番西議員の質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第５項、小･中学生の不登校の対策について、４番木田議

員の質問を行います。 

  ４番木田議員。 

○４番（木田圭司君） ４番です。小･中学生の不登校の対策について、ということで

質問させていただきます。 

  現在、当町では不登校の相談窓口はあるが、適応児童教室以外の施設がなく、周知

もされていないと思う。私の認識では、いじめられたり、もろもろの理由で学校に行

けない子供、生徒が、現在多分１名、定員というんですか、多分五、六名対応できる

ところに今１名の生徒が通っているというふうにお聞きしております。指導員の方は

４名ぐらいいるというようにお聞きをしております。 

  海田町ではＮＰＯフリースクールグロービーや、ＮＰＯ安芸ソーシャルサポートの

会「ひびき」があり、「ひびき」には、ちょっとここ、この後ちょっと訂正をさせて

いただきたいんですけど、府中小学校の生徒と書いてるんですけど、「府中町の生

徒」というふうに、府中小学校の生徒ということになれば、ちょっと限定されてます

ので、申しわけないんですけど、「府中町の小学生も通っています」というふうに訂

正させていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

  しかし、定員オーバーの状態で、新規の受け入れが困難な状況であります。当町に

おいても不登校または学校内に入れない生徒たちの居場所づくりが必要であろうと思

うが、町の今後の方針を伺うという質問であります。よろしくお願いします。 

○副議長（中井元信君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（林 健三君） ４番木田議員さんからの小･中学生の不登校の対策につい

て、御答弁をさせていただきます。 

  不登校は、その原因や背景が多様でありますことから、学校のみで解決することが

困難な場合も多く、家庭、学校、地域、関係機関が連携することが大切であります。 

  不登校の対応としましては、１つ目に、不登校児童･生徒の学校復帰を目指した指

導と支援、２つ目に、不登校を未然に防止する取り組みの２つの視点が必要でござい

ます。 
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  １つ目の視点の不登校児童･生徒の学校復帰を目指した指導と支援についての取り

組みでございますけども、不登校、または学校に入れない子供たちの居場所として、

府中町ではくすのきプラザに適応指導教室、名称をたんぽぽの部屋と申しますけども、

を開設しております。具体的には、教員免許を所有する青少年教育相談員３名が９時

から５時の活動時間の中で、登校できなくなった児童･生徒に対する生活指導、学習

指導及び集団適応指導の実施、及び各小学校に出向きまして、教育相談等を受けてお

ります。現在、適応指導教室には中学生５名、小学生１名が在籍しております。通所

につきましては、先ほど木田議員が言われましたように、１名の方が通所されており

ます。 

  次に、学校復帰を果たしても教室に入ることのできない児童･生徒のために、学校

では学校内に別途相談室を設けて、児童･生徒の居場所の確保をしております。相談

室に通うことで学校になれてきつつ、少しずつ友達との交流の場を設定しながら、教

室復帰を促しております。 

  ２つ目の視点の不登校を未然に防止する取り組みについてでございます。今年度府

中町内において不登校の児童･生徒のいる学校５校については、広島県小･中学校生徒

指導実践指定校事業を活用いたしまして、加配教員を１名ずつ配置しております。朝、

登校渋りの児童･生徒を自宅へ迎えに行ったり、教室に入ることのできない児童･生徒

の話を聞いたり、家庭訪問にて保護者とともに登校へ向けての目標設定をしたりと、

不登校の未然防止のための取り組みを行っております。 

  また、府中小学校、府中中央小学校、府中中学校、府中緑ケ丘中学校においては、

スクールカウンセラーを配置し、不登校児童･生徒やその保護者や担任の相談体制も

構築しております。 

  不登校は、さまざまな要因が複雑に絡み合ってる場合が多いため、学校だけで抱え

込んで対応するのではなく、地域や関係機関との連携のもと、多様な要因や背景に応

じた対策を講じる必要があるというふうに感じているところでございます。 

  答弁は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○副議長（中井元信君） ２回目の質問。 

  木田議員。 

○４番（木田圭司君） 御答弁ありがとうございます。 

  今のお話を聞く限り、すばらしいのと思うたんですけど、実態はちょっと違うんじ
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ゃないかと思っております。３月議会のときもお話しさせてもらったんですけど、大

前提で生徒が違反をしている、服装違反、髪の毛の違反等があるわけで、その他もろ

もろがあると思うんですけど、特に中学校の場合は門でチェックして、そのまま帰ら

せてますよね。校長の裁量なんだろうと思います。３月に教育長もそのような答弁を

されたと思います。これ、例えば中学校でしたら、３年前まではちゃんと学校の中に

入れて、今部長の説明があったようなことをしっかりやられてたと私も思ってますけ

ど、今はそこでもう帰らせるわけですよね、学校の中に入れないと。これまあ３月に

もお話ししたんですけど、帰らされて、当然もう家に帰って勉強するわけはないんで、

遊びに行って、おなかがすいて、学校へ行って給食を食べようとしたら入れてもらえ

ないと、給食費を払うとるのにどういうことやと、ようなことでトラブルになったり

とかいうこともあるみたいです。 

  そういう生徒の中に、家庭センターのほうへ親と行って、その中の検査、アンケー

トとかいろいろ調査があるんですけど、そこでちょっとやっぱり、どう言えばええん

ですか、病気というか欠陥があるという結果が出とる子もおります。それは家庭セン

ターのほうから当然学校にすぐ連絡が行っております。そういう子に対しても、もう

門前払いと。 

  私が言いたいのは、やっぱり義務教育の中学校ですから、極力３年前までみたいな

形で、学校の中に生徒を入れて、大変じゃろうと思います、しかし、それずっとやっ

てこられてましたので、ここ数年、特に門前払いというのが目につくような気が私は

しております。校長、学校もある意味、学校経営という面もあると思いますので、校

長の裁量というのは、ある程度は理解できるんですけど、この校長の方針がころころ

変わったりとか、本来こんなことを言うべきじゃないことを、例えば障害者さん、特

別支援学級の細かい内容までを全生徒に配布して、この子はこういう症状だと、全く

そういう必要がないことまでやられてたりとかいうようなことも起きております。 

  今、文科省のほうも、極力教員の事務仕事を減らして、もう少し生徒に向き合う時

間をふやせという方向になりつつあると思っております。私も常々申してますとおり、

やっぱりそういう時間が少ないんだろうと思います。こういう御時勢なんで、直接会

うことは余りないみたいで、メール、電話、きょうはこんなことをして、こんな暴言

を吐いて、悪態をついて帰りましたと。私のとこにもそれが転送で来るようにはなっ

てるんですけど、担任の教師が親にそういうそんなメールを送って、先ほどあったよ
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うに、家に迎えにいったりとかいうようなことは、小学校ではあるんかもしれんです

けど、中学校のほうでは全く聞いたことがない話です。というようなことなんで、そ

の辺を把握されておられますかね、今言うたようなことですよね。 

  例えば、テストにしても、そういう理由で学校に入れません。当然テストは受けま

せん。平均点は、少しはそれでよくなると思います。やっぱり学校は教育委員会のほ

うを向いて、いつも言うんですけど、生徒のほうに余り向いてないんじゃないんかと。

やっぱりありのままの状態を教育委員会にしっかり報告をしてもらって、それをもう

率直に真摯に受けとめて、教育委員会関連、各種団体、たくさんあると思います。い

ろんな団体に協力もしていただきながら、先ほど言われましたように、学校の中だけ

では当然いろいろ大変だろうと思いますので、いろんな団体の協力を得ながら、全体

で取り組んでいくということなんだろうと思うんですけど、その辺教育長はどのよう

にお考え、もし何かあればお願いしたいと思います。 

○副議長（中井元信君） 答弁。 

  教育長。 

○教育長（高杉良知君） ４番木田議員からの御質問でございます。何点かあったと思

うんですが、１点目、まず学校の状況をどこまで把握しているのかということであっ

たかなというふうに思います。とりわけ生徒が服装違反であるとか、頭髪の違反等を

したときに、門前払いしているような実態はどうなのかという具体的なお話もござい

ました。こういったことにつきましては、学校に基本的に教育委員会が生徒指導につ

いての基本的な方針ということを、県と連携もしながら示しております。そういった

ことに基づいて実施をして対応しているということでありますけれども、その基本的

な考え方につきましては、前回の議会のときに答弁をさせていただいた内容でありま

す。いわゆる自分の存在感を味わう自己肯定観の育成であるとか、自立の育成である

とか、それから自己責任の明確化と、こういったような大きな観点でありますが、こ

ういうことを基本にしながら、例えば先ほどの頭髪の問題等について、それと学校で

は確かに服装検査、そういったことを中学校では行っているところもございます。そ

のときには、違反をしたそういったような例があると、保護者と連絡、連携も図りな

がら、やっぱりきちんとした服装で決められたことで学校にやってくるようにという

指導をきちっとしているというふうに思っております。そのときに保護者と連携をし

てということは、やっぱり一つのポイントになろうかと思います。そういう中で、例
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えば保護者と連携をした中で家に帰ってきちんとして、もう一度は学校に来るという

こともあるかもわかりませんし、別室にきちんと呼んで、そこで繰り返し粘り強く指

導していくと、そういったような対応もなされているのではないかなというふうに思

います。 

  ただ、これまでのいきさつの中で、どういったその中でそれぞれの子供に対してど

ういった対応していくのが一番いいのかということについては、その子供のさまざま

な状況の中を勘案しながら、総合的に判断した対応がなされていかなければいけない

というふうに思っております。 

  学校と教育委員会の関係で言いますと、地教行法であるとか学校教育法の中によく

書き込んであります、教育委員会がすべての事項について、直接学校を運営するとい

うことはできませんので、教育委員会が基本的事項について、学校管理規則を定めて、

この規則に基づいて、日常的に、または具体的事項については、校長の判断と責任の

もとで学校の管理運営を行うと、これが基本であります。 

  しかしながら、そうはいっても、日々の子供たちの教育活動の中で学校任せにする

ということではなくて、さまざまな事案について、学校の取り組みの状況も十分うち

のほうで把握もしながら、教育委員会も知恵を出し合いながら一緒になって学校と取

り組んでいくということは大事かなというふうに思っております。そのために、指導

主事を派遣をしたり、そういった取り組みもしております。 

  それから、団体との連携というお話もいただきましたが、これ本当に大事だという

ふうに思います。やっぱり学校で抱えていても解決には至らないというふうに思って

ます。学校の中の状況については、地域にも安全に情報提供をきちっとしていくとい

うこと、それから、さまざまな機関、団体と連携をした組織を府中町においては立ち

上げておりますので、そういった組織の中で学校の状況も把握していただきながら、

それぞれの機関の持っている目的、性格、そういったようなものと連携をしながら、

子供の健全な育成について、発達について取り組んでいきたいということが基本でご

ざいます。今のところ私のほうから言えるところはこの辺かなというふうに思ってお

ります。 

  以上です。 

○副議長（中井元信君） ３回目の質問、 

  ４番木田議員。 
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○４番（木田圭司君） そういう答弁になるんだろうと思うんですけど、実態が、先ほ

ど言いましたように、朝帰らされる、すきを見て入る、そういう場合は何とか別室に

連れていったり、いうことはあるようなんですけど、基本はもう、すべてこうじゃな

いですけど、あるところでは、私が把握しているところでは、ただ、これが担任と校

長と生活指導の先生によって見解が違ったりするんです。例えば髪型で言えば、刈り

上げとる、ダンサーとかで世間一般で問題になるようなもんじゃないんで、基準が明

確でないと。その先生の判断によって、あの先生はいいよと、あの先生はだめじゃけ、

帰らせましたと。その後僕が行ったときには、もう生徒がいなくて、違反をしてたん

で帰らせてますというような、その辺はしっかり統一といいますか、していただいて、

人によって判断が変わるということでは困ると思いますし、先ほども申しましたよう

に、校長も絶対ではないと思います。どこまで言うてええんかわからんですけど、や

っぱり方針を、みんなに言ってた方針を、公言していた方針を変えられたということ

があります、推薦についてなんですけど。これは警察のほうも県警四課兼生安のほう

も事情を聞きに行かれたりしております。ちょっとそういう恐ろしかったというよう

なことがあったということなんで、もしそれによって方向転換をされたんなら、これ

はまだそれはそれで問題だろうと思いますし、そういうことがあってはいけないと思

ってますので、その辺のことももしよかったら学校のほうにちゃんと聞いていただい

て、いずれにしても、ただ単に、やっぱり何かの理由があってそういう形に、家庭の

問題が一番大きいとは思うんですけど、その中でそういうふうにちょっと発達障害と

いいますか、ちょっと欠けてる部分があって、判断ができなくて、まずやってしまっ

て、後から後悔して、どうしようかという状況の子供も何人かおります。これは中学

校のほうもそのようにいう情報が入ってるはずなんで、ちょっと繰り返しなんですけ

ど、そういう子供をそのままほったらかしとっても、当然勉強はするわけはないんで、

先ほどのたんぽぽの部屋なんかでも、そういう子たちも受け入られるようになってる

のか。 

  先ほどの話、多分小学生のことになるかと思うんですけど、送り迎えとか、いろい

ろ家庭と連絡を取ってるというお話なんですけど、私の周りではほとんどそういう話

は、連絡は取ってるんですけど、一方的に、きょうは、先ほど言いましたようなこと

で、こういうことがあって、こうで、こうで、こうじゃったというメールのやりとり

だけで、お仕事の関係等もありますので、なかなか会うのは難しいとは思うんですけ
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ど、やっぱり僕は直接会って話をすべきだろうと。そういう心の問題等もありますの

で、ただ単に表面的な見た目の部分だけじゃなくて、そういう部分ももう少し細かい

やっぱりケアとか、先ほど専門のいろんなカウンセラーとかいろんな方がおられると

いうことだったんで、その辺の人たちとしっかり連携を取ってやっていただきたいと

思います。 

  質問のもとに戻りまして、不登校とか学校に入れない生徒たちの居場所づくりとい

うことなんですけど、これ何か具体的に、今のたんぽぽの部屋ですか、私の認識は、

今は僕が今言ってる子たちと違う子たちといいますか、いじめられたり、何かの理由

で学校に行けない子たちが、そちらのほうに行っていると。行けば、ある程度の条件

を満たせば、学校出席扱いになると。これ海田の２つもそうです、そういうふうにな

ってます。それは当然それも大切だろうと思いますし、そうじゃない子たちですよね、

のほうがおざなりになっとるとは言わんのんですけど、なかなか簡単にいかんので難

しい。例えば、その子たちにそこへ行けよと言うても、まず行かんと思います。だけ

ど、じゃあそのままでええんかというたら、やっぱりそうじゃなくて、やっぱりこの

たびも大変な問題が多分情報が入ってると思いますけど、起こしておりますので、何

らかの手を打たんといけんと思いますし、私の基本的な考えは、とにかく義務教育の

中学生ですから、まずは学校内でできる限りのことをしていただくと。足らない部分

というか、大変な部分はいろいろ地域、いろんな各種団体の力をかりて、みんなで見

守っていって解決策を見つけると。そういう子たちってなかなか答えがなくて難しい

んですけど、やっぱり一生懸命怒ったり、そういう部分は感じ取ってくれる部分だろ

うと思うので、そういう形でやっぱり大人を結構見てますから、ずるいところとかよ

く見ますし、やっぱり一生懸命やる部分については、そこだけはやっぱり感じてくれ

ると思うんで、時間はかかるかもしれないんですけど、私としては義務教育の中学校

である限りは、やっぱり学校の中で極力受け入れてもらって、そこからいろんな方法

を考えるというのが基本だろうと思ってますので、それを強くちょっと要望させてい

ただいて、答弁があれば、居場所づくりの件でですね、よろしくお願いいたします。 

○副議長（中井元信君） 答弁。 

  教育長。 

○教育長（高杉良知君） ４番木田議員の御質問についてでございます。 

  何点かありましたけれども、まず学校の中でやっぱり一番やらなくてはいけない仕
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事というのは、申し上げるまでもなく、子供にやっぱり将来を生きていく力をつけて

いくということです。そのための基礎的、基本的な力と、みずから学んでいく力、こ

ういったようなきちっとつけていくということで、そして豊かな心を育てていく、こ

ういった観点であろうかと思います。 

  そういう中で、学習指導、それから生徒指導、生活指導も含めてですけれども、こ

れは学校教育のやっぱり一番の柱だというふうに思います。特に中学校で、中学校だ

けではなくて、生徒指導は小学校にもあるわけですけれども、学校の中でまずは基本

的には学校の中できちっとやっぱりそういう指導していくというのは、本当にまさに

基本であろうかと思います。そのときにやっぱり大切なことは、全教職員がやっぱり

同じ情報を共有して、同じ方針のもとで動いていくと、いわゆる組織的に、学校が組

織的に動いていくということであろうかというふうに思います。 

  そういう観点で見たときに、先ほど先生によって指導がちょっと違うんじゃないか

という御指摘がありましたけれども、これはやっぱり直していかなければいけない大

きな課題だというふうに思います。これはやっぱり学校の中の教職員がやっぱり同じ

指導をしていく、これはやっぱり本当に大切なことだというふうに思いますし、この

ことについてもそういう実態があれば、学校のほうを強力に指導していきたいという

ふうに思います。このことがまず第１点であります。 

  それから、不登校でさまざまな状況の中で学校に通いたくても通えない、なかなか

学校以外にもまた居場所を見つけることができないという子供たちに対してですが、

特に発達障害の子供のお話もありました。たんぽぽの部屋では発達障害の子供たちも

受け入れをしております。ぜひこの適応指導教室までやってこれる子供というのは、

まだかなり学校への行こうという希望も持ってくるわけですから、登校刺激を繰り返

して、親と連携を取りながら登校刺激をしていったり、みずから生きていくような力

をつけるようなさまざまなプログラムをそこで用意をしてやっておりますので、ぜひ

適応指導教室にやってきてほしいということもありますし、学校と連携をして、ぜひ

適応教室に行ったらどうかということも、そういう情報も伝えているというふうに思

っております。そういう意味では、行政的に設置をしております適応指導教室をぜひ

活用していただきたいというふうに、そういう周知も図っていきたいというふうに思

います。 

  それから、そのほか子供に自立をしていくような力をつけるような場ってほかには
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ないのかということもちょっとお話にあったと思います。例えば、子供が自分なりに

最後までやり切ってみる。例えば青少年教育施設等において体験を通して小さなもの

をつくっていくとか、仲間と一緒になっていろんな体験をしていくとか、そういう体

験を通して自立をしていく力をつけていくということには大きな効果があるというふ

うに思います。 

  ということで、例えば江田島青少年交流の家でございますとか、広島市の施設、青

少年教育施設、また福山少年自然の家、こういったような施設が行っておりますさま

ざまな体験活動、そういうような活動のプログラムも保護者のほうにも情報提供して

いく、こういった活動に参加してみてはどうかと、そういったようなことも何かでき

るんではないかなというふうに考えたりもしておりますので、そういう社会にあるさ

まざまな機能といいますか機関を活用して育っていくと、こういったようなことを少

し広げていくことを検討していきたいなというふうに思っております。 

  以上でございます。 

○副議長（中井元信君） 以上で、第５項、小･中学校の不登校の対策について、４番

木田議員の質問を終わります。 

  以上で総務文教関係の質問全部を終わります。 

  続いて、厚生関係の質問を行います。 

  厚生関係、第１項、今後の指定管理者制度の導入について、９番梶川議員の質問を

行います。 

  ９番梶川議員。 

○９番（梶川三樹夫君） 指定管理者制度の導入についてということで質問をさせてい

ただきます。 

  この指定管理者制度、これは公の施設の管理に民間の能力を活用して住民サービス

の向上を図るとともに、経費の削減等を図るという趣旨のもとに、行政改革の一つの

手法として、地方自治法の一部改正がなされ、２００３年９月２日に施行された制度

でございまして、これは府中町でも多くの公の施設でこの制度が適用されているとこ

ろでございます。 

  今回の質問ですが、今後の指定管理者制度の導入ということで質問をさせていただ

きます。 

  質問趣旨、行政改革は、社会の変化に即応できる行財政システムへと行政みずから
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が変革するものですが、その行政改革の一つに指定管理者制度の導入があります。府

中町第３次総合計画の中にも、公の施設の管理運営について、民間事業者も積極的に

参入できる指定管理者制度の導入を積極的に検討し、施設の効率的な運営を図るとし

ていますが、以下、質問いたします。 

  １つ目、これまでの導入した施設の評価について、住民サービスの向上や財政面な

ど。２番目に、今後のこの導入計画について、ということで質問をさせていただきま

す。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

○副議長（中井元信君） 答弁。 

  総務部長。 

○総務部長（寺尾光司君） ９番梶川議員からの一般質問、今後の指定管理者制度の導

入についてにお答えをいたします。 

  指定管理者制度の導入検討につきましては、各公共施設の管理担当の部局がそれぞ

れ行っておりますが、町全体としての考え方は、行政改革の観点を基本に取り組んで

おります。そういった経緯がありますので、総務部のほうで一括して答弁させていた

だきたいと思います。 

  まず、議員のほうも触れられましたが、指定管理者制度について若干御説明いたし

ますと、この制度は、平成１５年の地方自治法の一部改正により、新たに取り入れら

れた制度でございます。従前は公の施設の管理委託ということで言われておりました

が、これは地方公共団体の管理のもとで、管理の委託は公共団体とか公共的団体に限

られるという制度でございましたが、法改正によりまして、指定管理者という制度が

入れられました。これは民間事業者が有するノウハウ等を活用することによって、住

民サービスの質の向上を図っていこうというものでありまして、施設の設置の目的を

より効果的に達成するために導入されたというものでございます。公の施設の管理に

民間事業者が参入することによって、管理経費の削減、節減や施設利用料の低減化、

ひいては利用者に対するサービスを向上させるということを目的としたものでござい

ます。 

  また、この法律改正において、従前の公共的団体への管理委託方式は廃止されてお

りまして、この公の施設については、指定管理者方式によって、民間事業者とか公共

的団体に委託するという方向に法改正をされております。一本化されたということで
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ございます。 

  こういった地方自治法の改正以降、管理委託方式が廃止されたということもありま

して、当町では平成１６年４月から、順次公共的団体に管理委託しておりました各施

設を指定管理者方式に切りかえております。施設名で言いますと、府中東地区センタ

ー、総社会館、鶴江の地区センター、安芸府中商工センター、老人集会所である白寿

館、栄寿館、府中シルバーワークプラザ、府中町ふれあい福祉センターの８施設につ

きましては、管理委託方式から公募によらない指定管理者制度に変更しております。 

  なお、老人集会所の白寿館につきましては、府中南交流センターへ機能移転したた

め、平成２１年１０月に廃止をしております。さらに、平成２１年１１月にオープン

しました南交流センター内の児童センターでは、町で唯一の公募による指定管理者制

度の導入をいたしております。 

  平成２４年６月現在、町内で合わせて９つの施設が指定管理者により管理運営され

ております。各施設とも指定管理者の御努力により、施設の設置目的に沿った適正な

管理が行われており、住民サービスへの効果的、効率的な対応がなされているものと

思っております。 

  まず、最初の御質問ですが、これまで導入した施設の評価についてということで、

住民サービスの向上、財政面などについてということで御質問でございます。 

  まず、住民サービスの向上という面におきましては、一つとして、主な施設利用者

で構成されている団体が指定管理者となっている場合におきましては、利用者の意見

が集約しやすく、また利害調整についても円滑にでき、利用者の多様なニーズに応じ

たサービス提供ができているものと思っております。 

  ２つ目として、地域に根差した団体が管理することにより、地域のニーズに応じ、

地域に密着した地域の活性化につながる施設の運営ができているというふうにも思っ

ております。 

  また、３つ目として、施設の特色に応じた事業者や団体が運営することにより、専

門性の高いサービスが提供できているという施設もあるということと思っております。 

  これらの効果が上がっているというふうに思っておりますが、総合しますと、指定

管理者による施設の管理は、直営による管理と比べまして、シルバー人材センターや

町内会組織による地区センターの運営委員会など、地域に根差した団体による管理は、

地域の実情に応じた地域密着型のサービスの提供につながっていると、また地域の振
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興とか活性化にも寄与しているというふうに思っております。 

  また、公共的団体や民間法人による管理につきましては、民間の持つノウハウや知

識により、利用者のニーズに応じた質の高いサービスが提供されていると、つながっ

ているというものと評価をしております。 

  財政面におきましては、平成１７年度から２１年度までの第３次の行政改革の集中

改革プランにおける財政効果額として把握しておりますけれど、安芸府中商工センタ

ー、ふれあい福祉センター、児童センターの３つの施設において、人件費や物件費な

どの圧縮効果がありまして、５年間で約１，４００万円の財政効果があったというこ

とで算定をしております。 

  ２つ目の御質問です。今後の導入計画についてですが、昨年、平成２３年２月に策

定いたしました平成２２年度から２７年度を取り組み期間といたします第４次府中町

行政改革大綱におきまして、この中の３つの改革の視点のうちの一つであります、多

様な主体との連携によるまちづくりの推進という視点の中の重点項目の３の民間活力

の活用という中で、指定管理者制度の点検と活用を掲げております。 

  具体的には、既に制度を導入しております各施設につきまして、指定管理者による

サービスが安全良好であり、確実、効率的かつ適正に行われているか、十分な点検を

行い、施設利用者の満足度を高めるための利用調査の検討を行うこととし、また現在

直営で維持管理している他の公共施設につきましても、各施設の特性を見きわめた上

で新たな導入を検討するということとしております。 

  個々の施設の指定管理者制度の導入につきましては、一義的にはそれぞれの施設を

所管する部局で調査、検討を進めていくというわけですが、各施設の設置の目的や経

費、住民サービスの的確性など、よりしっかり検討して今後も進めていきたいという

ふうに思っております。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○副議長（中井元信君） ２回目の質問。 

  ９番梶川議員。 

○９番（梶川三樹夫君） 平成１６年４月から現在９つの施設で指定管理者制度を導入

していると、公募によるのは南交流センターのみでありますが、それぞれいろんな面

でプラスになってるという話だったと思います。 

  今後のことについてですが、新規の物件というか、新しい施設の、新しく公の施設
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でその指定管理者制度を導入しようとすれば、私が思いますのに、くすのきプラザぐ

らいしかないのかなというふうには思っております。そこで、くすのきプラザの指定

管理者制度をもし導入するとしたら、そこにどのようなハードルがあるのかなという

ことも考えておりますので、ちょっとそこらの考えがありましたら、くすのきプラザ

の指定管理者制度の導入について、考えておりますので、そこらの御意見があったら

聞きたいと思います。よろしくお願いします。 

○副議長（中井元信君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（林 健三君） ９番梶川議員さんから、くすのきプラザの指定管理者制度

の考え方といいますか、そういった御質問いただいたわけですけども、指定管理者制

度の導入の経緯とか、メリット等につきましては、先ほど総務部長のほうから述べさ

せていただきましたけれども、住民サービスの向上を図っていく上では、民間のノウ

ハウを活用しまして、コスト削減とか、効率的な管理運営を図ることができるという

ことで、他の市町でも多くの施設が指定管理者によって管理委託されております。 

  しかしながら、指定管理委託されている施設の多くは、一体化された施設といいま

すか、目的が一つの施設がほとんどでございます。その点、くすのきプラザにつきま

しては、御存じのとおり、体育施設であったり、文化施設、それと図書館、それと建

物の中には教育委員会の事務局を配置しております。そういった異なる利用目的から

なる複合施設となっておりまして、府中南交流センターとはまた異なったそれぞれの

施設が重要な目的を担っていると思っております。 

  とはいいましても、全国的に複合施設の指定管理者制度はいろんな都道府県、市町

等で導入されておりますけども、平成２０年に社会教育法が一部改正されました際に、

衆議院の文部科学委員会のほうから附帯決議としまして、特段に配慮すべき事項とし

て、国民の生涯にわたる学習活動を支援し、学習需要の増加にこたえていくため、公

民館、図書館及び博物館等の社会教育施設における人材確保、及びそのあり方につい

て、指定管理者制度の導入による弊害についても十分に配慮し、検討することという

ふうにされております。 

  そういったことを踏まえまして、指定管理者制度としての費用的なメリット、デメ

リット等につきましても、今後も調査をさせていただきまして、住民サービスの向上

のための方策としての研究をあわせてしてまいりたいというふうに考えております。 
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  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○副議長（中井元信君） ３回目。 

  ９番梶川議員。 

○９番（梶川三樹夫君） 公民館とか図書館とか博物館ですか、そういうものはちょっ

と指定管理者制度は向かないんじゃないかというような、中央のほうでも意見があっ

たということをお聞きしました。 

  ただ、前回５月１０日、１１日、総務文教で視察をしてきたところが東京都の中野

区役所でございます。ここは図書館の新しいあり方ということで、平成２５年からは

ここはもう８つも９つも図書館を抱えているところでありますが、すべて図書館の管

理運営を指定管理者制度でやっていくということで、私もいろいろ質問させていただ

きましたけれども、非常にデメリットはないというふうな館長さんの御意見もござい

ましたし、府中町の場合は複合施設ですので、そういう複合施設で指定管理制度を導

入した場合どうなるのかなというのもありますけども、ぜひ前向きに検討をしていた

だきたい。 

  特に、体育施設などでは、やはり指定管理者制度のほうが住民サービスが非常によ

くなったというのを、あちこちの体育施設で聞いております。県立の体育館などもそ

のように聞いておりますし、ぜひ前向きな検討をしていただきたいというふうに思い

ます。 

  また、こういう体育施設などを指定管理にした場合に、いろんな資格者が要るんじ

ゃないかというようなホームページを見ますと書いてあります。そこらもネックにな

るのかなと。体育施設管理士とか運営士とか、上級体育施設管理士とか、そういうも

のも必要なんでじゃないかというようなことも書かれていました。いろんなハードル

があると思いますが、ぜひまた前向きに検討をしていただきたいということを要望し

まして、終わりたいと思います。 

○副議長（中井元信君） 以上で、第１項、今後の指定管理者制度の導入について、

９番梶川議員の質問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（中井元信君） ここでしばらく休憩いたします。午後の再開は１３時からと

いたします。休憩。 

（休憩 午前１１時４８分） 
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（再開 午後 １時００分） 

○議長（中村 勤君） 休憩中の議会を再開いたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中村 勤君） 午前中に続きまして、厚生関係、第２項、児童･生徒や高齢者

に対する交通安全対策の取り組みは、について、１１番山口議員の質問を行います。 

  １１番山口議員。 

○１１番（山口晃司君） 本日はあと２問ということで、簡潔に進めていきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

  児童･生徒や高齢者に対する交通安全対策の取り組みは、について質問いたします。 

  昨今では、児童･生徒、高齢者が被災者となった痛ましい事故が全国で多発し、マ

スコミでもたびたび取り上げられています。 

  そうした現状を少しでも回避するための取り組みとしては、日ごろからの交通安全

教育や安全指導ボランティアなど、あらゆる手だてを講じる必要があると思います。

そこで、次の項目について質問します。 

  １、地域の登下校時の見守りボランティアとの連携は。 

  ２、学校と町民生活課の生活安全指導員との連携は。 

  ３、高齢者に対する交通安全教育の取り組みは。 

  ４、児童･生徒の安全（登下校時の事故防止）のための教育委員会としての方策は。 

  ５、教育委員会としての通学路の考え方は。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（木谷賢二君） １１番山口議員の児童･生徒や高齢者に対する交通安

全対策の取り組みについて、御答弁させていただきます。 

  私のほうからは、１番から３番について答弁させていただき、４項目め、５項目め

については、教育部長から答弁させていただきます。 

  まず、１番目の地域の登下校時の見守りボランティアとの連携は、についてでござ

いますが、見守りボランティアは、平成１７年１１月２２日に発生しました安芸区矢

野町での木下あいりちゃん事件をきっかけに、県内はもとより、地域による見守り活
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動が全国的に注目され、当町におきましても、府中町生活安全推進協議会、学校、Ｐ

ＴＡ、府中町防犯組合連合会、町内会、交通安全推進隊が中心となり、広島東警察署

等の協力を得ながら、昼夜を問わず、地域住民により見守り活動が普及、浸透し、現

在関係団体と住民の連携体制を構築しております。 

  また、見守り活動に参加されているボランティアの方の入れかわり等もあることか

ら、この連携関係を維持するため、毎年秋にくすのきプラザにおいて、府中町生活安

全推進協議会、広島東警察署、広島東防犯組合連合会の共同開催で、府中地区安全推

進大会を開催し、日ごろから見守り活動を行っていただいてる地域の方々と交通安全、

防犯等の普及や啓発、事例発表や講演会を通じて研修を行っています。参加人数は毎

年４００名から５００名の参加があり、恒例行事となっております。 

  次に、２番目の学校と町民生活課の生活安全指導員との連携は、でございますが、

平成１８年１２月に府中町と府中町議会と共同で、安全・安心の町宣言を行うととも

に、警察ＯＢの方を生活安全指導員として採用し、学校や地域、警察や行政の橋渡し

役として職務を遂行していただいております。学校との連携としましては、小・中・

高等学校の学校長やＰＴＡ会長、広島東警察署、府中町防犯組合連合会、府中町保護

司会、青少年育成府中町民会議、民生委員児童委員協議会会長等からなる府中町生徒

指導推進協議会メンバーとして情報共有を行っています。 

  また、児童･生徒を対象とした交通安全教室の運営、府中中央小学校安全・安心ク

ラブへの指導、助言、青色回転灯を設置した防犯パトロールにより、町内学校周辺を

機動力を生かした見守り活動を行い、また見守りボランティアの方との情報収集や意

見交換等を行い、その情報を学校に連絡するなど、多岐にわたり活動していただいて

おります。 

  次に、３番目の高齢者に対する安全教育の推進についてでございますが、昨今、高

齢者が犠牲となる事故がよく報道されています。犠牲になられている方の発生時間帯

が、早朝や夜間の暗いときが多いことから、夜間における事故防止対策として、毎年

小学校区を借りてシルバーナイトスクールを実施しております。これは広島東警察署、

広島東交通安全協会の協力のもと、夜間における車から見える人の状況を実際に体験

していただくもので、みずからを車から見やすくするにはどのようにしたらよいかを

再確認していただくものです。明るい服装や反射材、ＬＥＤライト等により、視認性

が格段に向上することを体験していただいております。 

- 38 - 



  また、生き生きサロンや高齢者が集まる集会においては、生活安全指導員や広島東

警察署員による出前講座を実施し、交通安全指導や反射材の使用方法等の普及啓発を

行っております。 

  以上で、私からの答弁を終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 教育部長。 

○教育部長（林 健三君） １１番山口議員さんの児童･生徒や高齢者に対する交通安

全対策の取り組みについての御質問の４項目め、及び５項目めについて、教育委員会

のほうから御答弁させていただきます。 

  御答弁をさせていただく前に、児童･生徒の登下校を中心としました安全につきま

しては、日ごろより見守り隊、交通安全推進隊、ＰＴＡなど、地域の皆様方の献身的

な御協力の上に成り立っているわけでございます。この場をお借りましてお礼を申し

上げます。 

  では、４項目めの児童･生徒の安全確保、登下校時の事故防止のための教育委員会

としての方策についてでございますが、学校におきましては、学校保健安全法に基づ

き、学校安全計画を策定しておりますが、交通安全指導を含む、学校内外での児童･

生徒の安全にかかわるさまざまな対策を講じております。 

  まず１点目といたしまして、交通安全教室でございます。例えば、小学校では心身

の発達状態や地域の実情に応じまして、歩行者及び自転車の利用者としての必要な知

識を習得させるとともに、安全に道路を運行するため、道路における危険を予測し、

これを解して安全に通行する意識及び能力を高めるために行っております。本町では、

すべての小学校におきまして、東警察署、交通安全協会などの協力を得まして、交通

安全教室を開催いたしております。また、小学校１年生につきましては、町より黄色

のランドセルカバーを配布いたしまして、ドライバーにも注意を喚起しているところ

でございます。 

  ２点目としまして、防犯教室でございます。小学校においては不審者対応に対する

内容で、全校放送などを利用しまして実施しております。中学校では問題行動に関す

る内容を体育館で全校生徒を対象に防犯教室を行っております。 

  そのほか、学校におきましては、家庭や関係機関、団体と連携、協力を得ながら、

小学校では体育、中学校では保健体育などの時間で交通安全教育を実施いたしており

ます。 
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  次に、５項目めの教育委員会としての通学路の考え方についてでございますが、児

童･生徒さん、皆さんが明るく元気よく、安全に登下校することは何よりも大切なこ

とと考えております。 

  一般的に通学路とは、各学校が児童･生徒の通学の安全の確保と教育的環境維持の

ために指定している道路のことを言います。府中町の各学校では、１つとして交通量、

２つ目として交通安全施設の整備状況、３つ目としまして危険箇所の有無、４つ目と

して道路の状況、５つ目として交通規制などを考慮いたしまして主要通学路を定めま

して、自宅から早くその主要通学路に出るような通学路を保護者に記入し、届け出を

してもらっております。この通学路の記入に際しましては、学区によりまして、環境、

道路状況等に違いがあることから、具体的に、○○の場所は信号機はあっても、交通

量が多いため渡ってはいけませんとか、ここは歩道橋を渡るとか等、詳しく記述し、

登下校の安全の確保に努めているところでございます。これからの府中町のまちづく

りとして、皆さんが安心して毎日通学できるよう、安全な通学路の確保に努めてまい

りたいと考えております。 

  御答弁は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  １１番山口議員。 

○１１番（山口晃司君） 御答弁ありがとうございました。 

  府中町民の交通安全がさまざまな団体の協力や取り組みの上に成り立っていること

を再認識できました。また、児童への交通安全教室や高齢者へのシルバーナイトスク

ールなど、交通弱者がみずから事故の避け方を知るといった取り組みは、交通事故を

未然に防ぐために非常な効果的な取り組みですので、これまで以上に充実させていた

だきたいと思います。 

  再質問に移ります。先ほどの答弁に警察ＯＢを生活指導員として採用して橋渡しと

なっているとありましたが、頻度などの具体的な活動状況についてお聞きします。ま

た、出前講座を開催されていますが、その開催状況についてもお聞かせください。 

  次に、通学路のことですが、恐らく見守りボランティアの方は、答弁にあった５項

目を考慮した主要道路を中心に日々御尽力いただいているものと思いますが、その主

要通学路が道路や建物工事の関係で迂回しなければならないといった状況や、警報や

参観日などの行事で帰宅時間が変更になるといった状況はあると思うのですが、そう
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いった情報の共有、伝達はどのように行われていますか。通学路の指定がない分、マ

ンパワーが分散されることが考えられ、より連携を密にする必要があると思いますの

で、お聞かせください。 

  また、主要通学路につきましても、周辺状況が何年にもわたって全く変化がないこ

ともないでしょうし、主要道路を変更する、しないにかかわらず、定期的な安全チェ

ックや見直しはする必要があり、既にされていると思いますが、どのような形でされ

ていますか、またされている態勢についてお聞かせください。安全チェックにつきま

しては、マスコミで海田や安佐北区の小学校で、県警と学校関係者による安全チェッ

クの様子が取り上げられて注目されていますので、府中町の取り組みをお聞かせくだ

さい。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  町民生活課兼職次長。 

○生活環境部次長（梶川幸正君） 町民生活課兼職次長でございます。それでは、再質

問の生活安全指導員の具体的な活動状況について、平成２３年度の実績で説明をさせ

ていただきます。 

  活動状況でございますが、学校の下校時における子供の見守りパトロールを、休校

日を除く、ほぼ毎日行っております。防犯、不法投棄、バイク、自転車の放置、交通

標識、交通情勢等の町内パトロールを休、祭日を除き、ほぼ毎日行っております。不

審火、廃棄物、不法投棄対策のための林道パトロールを月平均２から３回行っており

ます。東警察署の各課、防犯連合会、交通安全協会事務局での情報収集を月平均

１６回、向洋交番、府中交番での犯罪、交通情勢、要望等の情報交換を月平均１２回、

府中町内の各幼稚園、保育所での交通安全教室の指導を９回行っております。各小学

校１年生を対象とした交通安全教室の指導、各小学校３年生を対象とした自転車教室

の指導、南小学校で行われる生徒、高齢者を対象とした自転車競技大会の指導を

１３回行っております。中央小学校３年生の安心・安全子供クラブの活動支援を９回、

春、夏の交通安全街頭イベントの参加を２回、小学校への立ち寄りによる校長先生と

の情報交換を１１回、登校時の交通安全指導といたしまして、春、夏の交通安全期間

中の指導を８回、交通、道路、ごみ問題、放置自転車等の町民からの相談受理が

２１件、町職員からの相談が６６件、公共施設の立ち寄り、これは公民館、くすのき

プラザ、南交流センター、地区センター等でございますが、月２から３回、防犯チラ
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シの作成と公共施設への配布を１０回、生徒指導総合連携推進委員会の行事参加を

６回、町内会長、地域安全推進指導員、地域安全推進員との情報交換を７２回、その

他といたしまして、防犯ボランティア講習の受講、千代地下道の巡回、シルバーナイ

トスクールの実施指導等を行っているものでございます。 

  続きまして、出前講座につきましては、老人クラブ連合会や防犯組合などで高齢者

交通安全教室や正しい自転車、原付の乗り方、防犯教室などを計１４回の出前講座を

実施しているものでございます。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  教育部長。 

○教育部長（林 健三君） 再質問としまして２点ほどいただいたものと思います。 

  まず、主要通学路の工事等での変更時や、下校時間の変更などの見守りとの連携、

それと通学路の定期的な点検とか見直しの方法についての２点ほどだったと思います。 

  まず１点目でございますけども、通常ですと、学年及び曜日によりまして各学校の

下校時間が違いますので、各学期が始まる前に、教育委員会学校教育課から各学校の

登下校時間をファクスにて見守り隊の方のほうにお知らせをさせていただいておりま

す。 

  また、同じく生活環境部のほうの生活安全指導員の方にも情報提供させていただき

まして、青色パトカー等で巡回をいただいております。不審者情報につきましても、

同様な対応をさせていただいております。緊急を要する場合などにつきましては、学

校から直接見守り隊のほうに連絡を取らせていただいております。 

  ２点目の通学路の点検や見直しでございますけども、児童･生徒の皆さんが安心し

て通学できるように、ＰＴＡと学校が協力いたしまして、通学路の危険箇所を調査す

るなどのいろいろな対策をとらせていただいております。この調査、点検につきまし

ては、毎年７月から８月に実施されておりまして、調査、点検された各学校区の点検

箇所につきましては、改善要望という形で町教委のほうに提出をされます。その提出

されましたものにつきましては、教育委員会から町の関係部署に対しまして照会を行

いまして、警察署、それとか公安委員会等が所管する内容につきましては、その町関

係部署から照会、協議をさせていただいてるところでございます。 

  また、学校におきましては、道路工事などで道路状況が変わった場合におきまして
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も、関係課と連携の上、細かく対応いたしておるところでございます。また、学期に

１回ほど教員による通学路の点検を行っております。 

  今後も各機関、団体との情報の共有に努めるとともに、連携を密にいたしまして、

児童･生徒の安全の確保に努めてまいりたいと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  １１番山口議員。 

○１１番（山口晃司君） 御答弁ありがとうございました。 

  生活安全指導員さんがいることは知ってましたし、町内外を巡回している姿はよく

見かけていますが、具体的な活動状況については、正直よく知りませんでした。議員

でこれですから、住民の方の中にもよくわかってない方も少なからずいらっしゃるの

ではないでしょうか。 

  しかし、今説明があったとおり、これだけの仕事をされているのですから、地域生

活安全指導員、県警の連携、取り組みをきちんと伝えていけば、それだけ住民の安心

につながると思いますので、事あるごとにアピールしていただきたいと思います。特

に、教育委員会と協力して不審者情報に不安を抱えている役員ではないＰＴＡ、保護

者にも十分に伝わる努力をお願いいたします。 

  次に、見守りボランティアの方との情報共有ですが、先日慶徳議員が質問の中でも

触れていらっしゃいましたが、できていないとは言いませんが、少なくとも実際に動

いてくれている方に不十分な対応しかできていない印象を与えているように思います。

府中町教育委員会が見守りボランティアの方々の御協力が児童の交通安全、防犯に必

要と考えてあるのであれば、もう一度学校に対して確実な情報の伝達や共有の方法の

確立を御指導いただきたいと思います。 

  また、先ほど繁政議員が、子供の目線によって知ることができる安全について触れ

られましたが、同様に、毎日を見守る側の視点が安全に生かされることも多いはすで

す。通学使用道路の安全チェックや見直し時にもできるだけ見守りボランティアなど、

安全の守りやすさの視点が反映されるような体制をお願いしておきます。 

  最後になりますが、交通安全のためとは言っても、運転マナーの部分など、行政が

入り込めない部分が多々あると思いますが、その分地域と連携して交通安全教室や出

前講座など、交通事故を未然に防ぐ取り組みに力を入れていただけるよう要望して、
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質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第２項、児童･生徒や高齢者に対する交通安全対策の

取り組みは、について、１１番山口議員の質問を終わります。 

  続いて、厚生関係、第３項、見やすく災害弱者に優しい防災マップを全世帯に配布

へ、について、５番益田議員の質問を行います。 

  ５番益田議員。 

○５番（益田芳子君） 今回も女性の視点に立って質問をしてまいります。 

  質問、見やすく災害弱者に優しい防災マップを全世帯に配布へ。 

  本町では、災害時の危険箇所を示す「洪水（府中大川）・土砂災害ハザードマッ

プ」を平成２１年に町内全世帯に配布をされています。地震防災マップについては、

これまでの洪水・土砂災害に加え、地震の揺れなど、新たな情報も追加した「府中町

総合防災マップ」を策定中とのことですが、３年前に配布されましたハザードマップ

については、文字が小さくて見づらい、避難所の収容人数がわからない、大川の浸水

想定区域が明確でない、津波の被害想定も明記してほしいなど、たくさんの意見を聞

きます。 

  また、町のホームページに掲載してある総合防災マップ（暫定版）の情報も、パソ

コンがないので見られないなど、多くの要望が出ております。そこで現時点のマップ

作成進行状況をお伺いいたします。 

  １、「府中町総合防災マップ」について、要援護者など災害弱者対応の福祉避難所

や災害用備品倉庫の場所は明記されたのか。 

  ２、浸水想定区域の指定や、土砂災害警戒区域のレベル等の表示はあるのか。 

  ３、その他、避難場所の修正箇所・記載内容の変更はあるのか。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（木谷賢二君） ５番益田議員の見やすく災害弱者に優しい防災マップ

を全世帯に配布へ、について答弁させていただきます。 

  まず、１番目の府中町総合防災マップについて、要援護者など、災害弱者対応の福

祉避難所や防災備蓄品倉庫の場所は明記されたのかについてでございますが、現在、

府中町の福祉避難所は福寿館を指定しております。通常の避難所も兼ねていますので、
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避難所の明記はありますが、福祉避難所の明記はありません。明記については、他の

自治体のハザードマップ等を参考にしながら検討してまいります。 

  ここで福祉避難所開設までの一般的な流れについて説明させていただきます。 

  まず、避難勧告や災害発生による避難を行います。これは町が指定した避難所にま

ず避難し、安全を確保します。避難所生活が長期化するような場合は、福祉避難所の

検討に入ります。いきなり福祉避難所へ要援護者が殺到すると、受け入れ態勢の問題

や受け入れ可能人員以上の人が集まる可能性があります。その場合、かえって要援護

者の方に不便をおかけすることになります。そこで、町は避難された町民の中で福祉

避難所へ避難させる必要がある災害時要援護者について優先順位をつけ、緊急度の高

い人から福祉避難所へ移ってもらうこととなります。 

  次に、防災備蓄倉庫は本年度建設予定です。避難所と違って、直接防災備蓄倉庫へ

住民の方に集まってもらうことや、直接そこで物資をお渡しすることは考えておりま

せん。倉庫として明記というよりは、防災広場として取得していますので、公園等と

同じように、一時的な避難地として明記する必要はあるかと考えます。 

  次に、２番目の浸水想定区域の指定や、土砂災害警戒区域レベル等の表示はあるの

かでございますが、浸水想定区域ですが、流域面積が大きい河川で洪水により国民経

済上、重大な損害を生じるおそれがあるものとして指定した河川、水位周知河川につ

いては、府中町においては府中大川となっております。この河川については、水防法

に基づき浸水想定区域を県が指定しており、これに基づいて平成２１年度に土地災害

洪水ハザードマップとして、各世帯へお配りしております。 

  土砂災害警戒区域レベル等でございますが、警戒区域レベルというものはございま

せんが、広島県が県内各市町の土砂災害警戒危険箇所を点検し、公表したものをハザ

ードマップ上で記載するとともに、被害が想定される箇所を色分けして掲載しており

ます。 

  ３番目のその他避難場所の修正箇所、記載内容の変更はあるのかでございますが、

避難場所の修正については、平成２１年度の作成以降、新たにできた府中南交流セン

ターを加えたほか、災害時の一時的な避難場所となる公園等を明記したり、幅員の大

きい道路を明記したほか、メール配信サービスや電話応答サービス、Ｊアラートの情

報など、内容を充実させています。 

  榎川や八幡川の一級河川についてですが、榎川は県の河川改修が完了していないと
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いうことで、町で独自に浸水区域を想定し、記載を行っております。八幡川について

は、河川改修が完了しているということで、浸水想定を行っておりません。 

  また、これで小さくて見えにくいということから、サイズをこれまでのＡ２サイズ

から、２倍のＡ１サイズにし、情報もふやした構成となっております。現在、東日本

大震災を受け、津波による被害想定を国の中央防災会議が見直し中とのことですので、

このデータが公表され、県の被害想定等が発表されましたら、この情報を含めた形で

印刷し、各世帯に配布したいと考えております。 

  以上でございます。よろしくお願いします。 

○議長（中村 勤君） ２回目の質問。 

  ５番益田議員。 

○５番（益田芳子君） 御答弁ありがとうございました。 

  日本は、地震、台風、洪水、土砂災害、噴火、津波に繰り返し襲われる災害大国で

す。昨年は３月１１日に東日本大震災が起き、その後、夏から秋にかけても大型台風

の水害など、大きな災害が相次ぎ、多くの尊い命が失われました。今まで災害など数

年間、数十年間被害が発生しなければ、この地域は自然災害の少ない安全な地域と思

い、防災対策を不要不急策に下げる傾向にありましたが、今後、東海、東南海、   

南海、３連動地震も指摘されてることもあり、町民の皆さんは地域防災の役割や自助、

共助の大切さなどを、東日本大震災を教訓にしっかりとした防災学習を今学んでおら

れます。 

  そういった中で、今言われました公助の避難場所や危険箇所などが府中町の防災ハ

ザードマップだけでは非常にわかりにくいという声が多く聞こえました。今現在も地

図等も出ておりますが、その中には橋もあります。しかし、その橋すらまだ規制明記

されてない箇所もあります。府中町は橋が４５橋ありますが、その中でも老朽化した

橋が７つあると聞いております。この７つの橋以外にも、そのあとの橋が１０年、

２０年したときに老朽化してる、そういったこともあわせて、地域でどういったとこ

ろが危険なのかということも、地域の皆さんは本当に今関心を持っているところです。 

  特に、今回質問いたしました災害弱者に対しては避難所の配慮がなさ過ぎるという

ことで、これまでにも福祉避難所を要望してきました。先ほど福祉要援護者の流れに

ついてはお話をいただきましたが、町として積極的な要援護者の施設、そういったも

のに防災協定の要請をなされているのか、再度お伺いいたします。 
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  また、今後津波による対策に避難ビル等の防災協定を結ばれる予定はないのでしょ

うか。 

  それから次に、先ほど言われました災害備品倉庫に対する考えです。緊急的な防災

広場として、いわゆる一時的な避難場所にも通じるということですが、しかし、緊急

時にいわゆる行政の方も同じく被災をされる。そういったことも想定すると、責任者

とかそういった行政だけが防災危機管理を行うのではなくて、みんなが共有して行う

べきでない、そういう場所ではないかと思います。 

  次に、浸水想定区域の指定ですが、町内では海抜ゼロの表示も今現在設置をされて

いない状況ですので、もっとこういいた部分も明確にできないものか、そういう意見

も聞かれております。 

  土砂災害警報区域につきましては、既に、今現在応急的な対策をとられている急傾

斜地が大変多くあります。そういったところももう少しわかりやすく、大きなレベル

ではなくても、わかりやすい表示をしていただけないか。 

  それから、３点目の修正箇所ですけども、今、既に防災協定を結んでる施設、いわ

ゆるイオンとか、そういったところの表示がマップでは大変わかりにくい説明となっ

ておりますので、町でそのこともあわせて地域に出前講座もされて、防災対策の講演

もされておられますが、災害弱者の方にはそういった声がほとんど届いておりません。

今現在、民生委員の方が要援護者の名簿作成に当たってそういったお話もされてはい

るかと思いますけども、なかなか災害弱者については、そういったところが声が届い

ていないということをあわせて申し上げます。 

  それから、ハザードマップも総合防災マップの作成の間、増刷がないと聞いており

ます。新たな転入者に対する取り組みもホームページだけということで、パソコンが

見られない、使用できない方の対策はどういうふうになっているのでしょうか。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 答弁。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（木谷賢二君） るる御指摘いただきました。そういったことを参考に、

今後改正といいますか、よりよいものにしたいと思っております。 

  被害想定ということがよく言葉にされます。ただ、想定というのはあくまでも起こ

り得る可能性であって、現実ではないということを考えなければいけないと思います。
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いつか大きな災害が来るということは、益田議員を含めて、可能性はずっと以前から、

そしてこれからもあるわけでございます。必要なのは、その新しい想定によって不安

になることや、目を背けることでなく、けさ繁政議員もおっしゃいました、行動する

ことがまず自分の身を守ることだと思います。そういったことから、リスクを正確に

把握して、合理的に判断して行動することが必要と考えます。 

  リスクを正確に把握することには、地域の特性、地形とか、あるいは地盤とか、あ

るいは家族構成を含めて、そういった特性を知り、そこから災害に備え、考えること

が、その大切さ大きな重要性だと思います。これは大都市でも地方都市でも全く変わ

りないものと思います。ですから、そこら辺から地域での学習を深めて今後進めてい

きたいと思います。要援護者の方、あるいは浸水想定場所等もまだ不備な点があると

思いますが、そういったものを含めて、きょう御教示いただいた部分を考えながら作

成していきたいと、そういうように思っております。 

  以上でございます。 

○議長（中村 勤君） ３回目の質問。 

  ５番益田議員。 

○５番（益田芳子君） 質問をいたしましたいわゆる要援護者に対する福祉避難所、そ

の点についてどういうふうな積極的な要請をされてまいすかという部分と、それから

津波に対する避難ビル等の質問に対する返事がちょっとなかったかと思うんですけど

も、ちょっとその辺ももう一度聞きたいと思います。 

  それと、ハザードマップ、今現在ありますけども、増刷がないということで、その

かわりにホームページで掲載をしてますけども、新たな転入者の方にはどういった対

策をされてますかという、そういった質問に関してもちょっと御返答がなかったんで

すけども、パソコンで見られないという方には、ぜひ御提示したいことがあります。 

  今回の防災学習マップでＤＶＤを公明党としてつくって、かなり多くの皆様に見て

いただきました。それは地域の方、いわゆる要援護者、弱者対策に対しても、なかな

かそういうことを、出前講座とか、そういった講演に行かれない方が自宅が見られる

ということで、大変好評になりました。そういった意味で、ホームページで掲載をさ

れてるそういった市町の避難所、そういったことも含めて、町としてＤＶＤをつくら

れて、そういった方にお見せする。また、要援護者に今名簿を作成している民生委員

さんがそういったものを持っていかれて、そういった説明をしながら、町としてこう
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いうふうにしてるということもお話しされると、また災害に対する自助といいますか、

そういったこともよくわかっていただけるんじゃないかと思います。 

  災害の対策もそうですけども、意識啓発というところへんを事前の対策のために弱

者に優しい総合マップの作成を要望いたしますが、特に、ただマップをつくればいい

っていうことではなくって、災害に対してやはり行政として数値目標、そういったも

のも掲げていただきたい。 

  ホームページの中で一番最初に表紙の部分があります。たくさんの災害の写真がた

くさん載っておりますけども、今言いましたように、災害に対して数値目標、何か文

字で本当に災害時の要援護者の逃げおくれなどはゼロにしますというような、大きな

府中町の見出しとして、しっかり町の安全を守る、そういったハザードマップにして

いただきたいと思いますので、それは要請をして終わりたいと思います。 

  以上です。 

○議長（中村 勤君） 町民生活課兼職次長。 

○生活環境部次長（梶川幸正君） 町民生活課兼職次長。先ほどの益田議員さんの福祉

避難所についての追加はあるのかどうかということと、津波等に浸水区域による堅固

な建物、この分の状況はどうなっているのかと、ハザードマップの配布方法、転入者

に対しての、こういうことだと思いますが、今、まず福祉避難所につきましては、現

在福寿館を１つ設置しておりますが、今後、今の要援護、これは避けて通れない問題

だと考えておりますので、順次交渉して検討してまいりたいというふうに考えており

ます。 

  それと、津波、堅固な建物、これはあくまでも今の避難所、例えばイオンモールと

かそういう部分はございますが、他に民間の分も検討してまいりたいというふうに考

えております。 

  それと、ハザードマップ、これは一応ホームページにある部分を窓口等に置いては

どうかと、今検討をしているところでございます。 

  以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（中村 勤君） 以上で、第３項、見やすく災害弱者に優しい防災マップを全世

帯に配布へ、について、５番益田議員の質問を終わります。 

  以上で、厚生関係の全部を終わります。 

  ここでお諮りします。 
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  本日は、これをもって延会とし、あす６月１９日午前９時３０分から会議を開くこ

とといたしたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（中村 勤君） 御異議ないものと認め、よって、本日はこれをもって延会とし、

明日６月１９日午前９時３０分から会議を開くこととし、本日は延会といたします。

御苦労さまでした。 

（延会 午後 １時４１分） 
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